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第１ 監査の請求 

  １ 請求の要旨 

(1) 請求の要旨（原文のまま。ただし、請求人が違法または不当としている個々の支

出については別紙に記載し、支出ごとに便宜上請求番号を付した。また、請求に関

係のない個人名は記号に置き換えている。） 

    地方自治法第 100 条第 14 項は「普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、

その議会の議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として、その議会における

会派又は議員に対し、政務活動費を交付することができる。この場合において、当該

政務活動費の交付の対象、額及び交付の方法は、条例で定めなければならない。」と

定めている。この法律に基づき、滋賀県は「滋賀県政務活動費の交付に関する条例（平

成 24 年 12 月 28 日条例第 62 号にて改正）第３条で「会派および会派に所属する議員

に係る政務活動費の総額は、所属議員１人当たり月額 30 万円とする」と規定し政務

活動費を給付している。 

    更に、地方自治法第 100 条第 15 項は「前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議

員は、条例の定めるところにより、当該政務活動費に係る収入及び支出の報告書を議

長に提出するものとする」とあり、さらに 16 項には「議長は､第 14 項の政務活動費に

ついては，その使途の透明性の確保に努めるものとする」とある。これらを受けて滋

賀県政務活動費の交付に関する条例第 10 条第１項は（収支報告書）「会派の代表者お

よび議員は、政務活動費に係る収入および支出の報告書を別に定める様式により年度

の終了日の翌日から起算して 30 日以内に議長に提出しなければならない」 

    さらに第４項において「収支報告書には、政務活動費による支出に係る領収書その

他の証拠書類の写しを添付しなければならない。」と規定している。 

    知事は平成 27 年５月 12 日（県資料１）第一四半期、五，六月分、総額 26,400,000

円｡ 

    平成 27 年７月１日（県資料２）第二四半期、総額 39,600,000 円。平成 27 年 10 月

１日、（県資料３）第三四半期、総額 39,600,000 円。平成 28 年１月４日、第四四半期、

総額 38,700,000 円の４回にわけて、県会議員の政務活動費を議員の所属する会派に

49,650,000 円と議員個人分 94,350,000 円（総額 144,000,000 円・・蔦田議員の辞職

や会派移動で若干の変動あり）を交付することを決定し配布した。（別添、滋賀県政務

活動費の交付決定について、参照） 

滋賀県議会議員の各会派と議員個人は平成 28 年４月に知事に対して、地方自治法第

100 条 15 項、並びに滋賀県条例 10 条第１項に基づき各会派の収支報告と議員個人の

収支報告を提出し、その中で各会派および議員個人が算出した「交付額から使用額を

差し引いた未使用額（残金、返戻額）」を知事に報告した。知事はこれを受けて、平

成 28 年５月、各会派と議員に「未使用額(残金)」の返還を通知し、平成 28 年５月末

に返還を受けた。（その会派別、個人別の戻入額は、県資料５、「平成 27 年度滋賀県
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政務活動費収支報告および戻入額整理表、」に明らかである。） 

    私は昨今、全国の都道府県、市町の議員政務活動費の使用実態について、テレビ、

新聞、週刊誌で大きく報道されるなかで、私たちの居住する滋賀県や大津市の議会で

は、どのような取り扱いになっているのかとの関心を持ち、「公文書公開条例」に基づ

き、滋賀県、大津市の政務活動費収支報告を閲覧し、そのコピーの交付をうけた。大

津市会議員の公開された政務活動費の収支報告は、市民に対する報告として、かなり

の透明性をもって記録編纂され、ＨＰでも公開されているが、滋賀県議会の収支報告

に掲載された各会派、個人の収支報告書は、各会派、議員が「今までの議会における

収支報告の甘く、杜撰な、緩い慣習」により報告されたもので、「支給されたものは使

わな損や」という感覚で湯水のごとく使用し、一県民として、税金である公金を「こ

んな政務活動費の使用の仕方でいいのか」と疑問と怒りを持たせるものが多くあった。 

    青森地裁（平成 18 年 10 月 20 日）で出された「政務活動費に関する判決」では「議

員や会派が積極的な立証活動を行わない場合は、金額や使途等からみて資料の提出や

補足説明をするまでもなく政務活動費であろうと社会通念上推認されるような支出を

除き、これを正当な政務活動費の支出と認めることはできない」さらに「領収書また

は説明のない支出」「雑誌名や種類が不明の領収書」「領収書の消失」「支出の経緯が不

明な領収書」「何に使われたのかが不明な領収書」などは、調査研究活動との関連が不

明で使途基準に合致しないと判断される」としている。 

    また、参考にすべき兵庫県、Ａ県議に関する神戸地裁判決（平成 27 年７月６日）も、

兵庫県のＡ県議の政務活動費の取得については「３４４回の日帰り出張やはがき・切

手代などに費やしたとする架空の書類を作成、収支報告書に添えて県議会側に出し、

政務活動費 913 万円を搾取した」と述べ、これに対する判決は「県議への信頼を金銭

欲から裏切った。県民への背信性は高い」として「詐欺と虚偽有印公文書作成・同行

使の罪で、懲役３年執行猶予４年」の判決などがある。 

    私見では、滋賀県議会の政務活動費についてもこれらに該当し、又は個別に記載し

た理由により「政務活動費」とは認められないものが多々ある。 

    知事は、本来、上記などの最近の政務活動費の判例に基づき、厳格な査定を行うべ

き物と考えられるが、「平成 27 年度滋賀県政務活動費の収支報告」には、政務活動費

と認定されないと思われる支出が多く、地方自治法と判例に基づけば、これらは本来、

知事に返戻されなければならない額である。 

    こうした理由により、知事は当該会派、議員に返還を求める義務があるにもかかわ

らず、これを怠っているため、知事がそれぞれの会派、議員個人に対して本請求書に

記載した額の返還請求を為すべきとの措置をとるよう求めるものである。 

 

    知事が各議員に返還を求めるべき理由 

    「平成 27 年度の滋賀県議会政務活動費収支報告書」をみてみると、 
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１、県内外への視察出張費について、交通費、宿泊費などの業者の領収書は添えら

れているが、出張先（視察先）で、どこを訪れ（日程）、何を視察したのか（視察

先の行事、視察、研修内容）、何を成果として得、県議会活動、ひいては県政にど

のように役立てたのかの証拠書類が添付されていない場合が圧倒的に多い。 

２、広聴広報費について、その発行に関する印刷業者の領収書は添付されているが、

その作成された印刷物の見本（コピー等）が添付されておらず、どのような広報

紙が発行されたのか不明である。また、その配布方法についても、一部「折り込」

とかの表示はあるが、何日に、どのような方法で、いかなる地域に配布し、その

ための費用がどれだけ要したかとの明確な報告は無い。 

３、広報の郵送費と称して、多額の郵送費、切手を購入した領収書は添付されてい

るが、その中には「記念切手」の購入も多く、公的資金を使って、「記念切手収集」

という個人的趣味を満足させたのではないかとの疑念を抱かせる場合が多い。 

知事は収支報告の正確さを議会に任せるのでは無く、議会事務局で厳しく精査し、

透明性を高め、該当しないと思われるものは、返還を求めるべきであるのに、それ

を怠っている。 

 

    以下に滋賀県の県会議員の全会派と、ほとんどの議員の収支報告の中から、明らか

に地方自治法と判例違反に該当していると考えられるものを証拠を添えて記述する。 

（以下、別紙） 

 

(2) 事実を証する書面 

ア 平成 27 年度滋賀県政務活動費の交付決定に係る支出命令決議書の写し 

イ 平成 27 年度滋賀県政務活動費収支報告額および戻入整理表の写し 

ウ 平成 27 年度政務活動費に係る収支報告書の写し（滋賀県議会各会派、自由民主  

党滋賀県議会議員団所属議員） 

 

 ２ 請求者 

     大津市 田中 敏雄 

 

  ３ 請求のあった日 

      平成 29 年１月 23 日 

 

第２ 請求書の受理 

本件請求は、法定要件を具備しているものと認め、平成 29 年１月 27 日に請求の受理

を決定した。 

また、地方自治法第 242 条第３項の規定に基づく暫定的停止勧告は不要と判断した。 



4 
 

第３ 個別外部監査契約に基づく監査の求めについての判断 

請求人は、監査委員の中には議員の身分を持つ人が一人含まれ、他の監査委員もその選

出にあたっては議会の承認を必要とすることから、何らかの意味において滋賀県議会と密

接な利害関係を持つものであるとして、本請求が一般の県民目線で公平に実施されるよう、

滋賀県議会と何らの利害も持たない外部の人による監査を求めている。 

しかし、本件請求については、監査委員のうち議員選出の１名については、当事者であ

ることから除斥され、他の監査委員も利害関係を有するものではない。 

また、地方自治法第198条の３により、監査委員はその職務を遂行するに当たっては、

常に公正不偏の態度を保持して、監査をしなければならないと定められており、監査の対

象機関によって公平性が失われるものではない。 

さらに、外部監査制度の趣旨は、地方公共団体に属さない一定の資格等を有する専門

家と契約し監査を行うことにより、独立性と専門性を一層充実させ、チェック機能を強

化することとしたものであるが、本件の請求内容については、政務活動費の支出に関す

る内容であることから、通常の財務の監査と異なることはなく、専門的な知識等を必要

とする事案ではない。 

以上により、請求人の主張には理由がないと判断する。 

 

第４ 監査 

 １ 監査執行上の除斥等 

   本件請求の監査において川島委員については、地方自治法第 199 条の２の規定に基 

づき除斥とした。 

 ２ 請求人の証拠の提出および陳述 

地方自治法第 242 条第６項の規定に基づき、請求人に対して平成 29 年２月７日に証拠

の提出および陳述の機会を与えたところ、本件請求に係る補足説明は次のとおりであっ

た。なお、新たな証拠の提出はなかった。 

       

田中敏雄と申します。平成２７年度滋賀県議会議員政務活動費についての私

の滋賀県職員措置請求書を提起するに当たって私の考えを陳述させていただき

ます。 

さて、まず、何故私がこのようなことをしたかという動機について少し述べ

させていただきます。 

   ２、３年前、兵庫県のＡ県議がテレビの前で号涙するという醜い姿が全国に

放映され、政務活動費の交通費、切手代を搾取したことがセンセーショナルに

取り上げられました。その後、東京の舛添知事の美術館巡り、富山や大阪の都

府県、市町で領収書を差し替えたり、偽造されたりするという政務活動費の使

い方がしばしば、テレビ、新聞で大きく報道されております。 
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   私はその度に私の居住いたします大津市議会や滋賀県議会には何も問題が無

いんだろうか、何の報道もないなと注視しておりましたが、一向にその報道は

ありません。最近になってパソコンを見てみますといくつかの件で報道されて

いたようですが。 

   そこで、私個人で大津市議会や県議会について調べようと、情報公開条例に

従い収支報告書の閲覧と本文のコピーを取得することから始めました。 

   大津市の議会政務活動費の収支報告書は、別添資料のように他府県への視察

出張旅行につきましては、持って参りましたけれども、こういうふうに旅費計

算書、それから個人個人の金額、それから向こう相手側の行った方のどういう

ことを視察したかという内容、この場合は健康保険を住民自治協議会の在り方

について、地域住民を主体としたコミュニティ交通についてなどというふうに、

その視察旅行によって何を学び何を市政に活かそうとするかの書かれた復命書

まで揃えられていました。この件について公表することは大津市議会事務局を

通じて議員団の方々にも了解を得ております。    

また、各種研修へ参加につきましても、こういうふうに研修参加の受講確認

書、もちろんこれは呼びかけ人の説明ですけれども、そしてこれで何を学んだ

のかということまで収支報告に添付されております。 

   広聴広報費につきましても発行された広報はもとより、発行された広報もこ

ういうふうに全部コピーがされまして、それをどのような地域にどういうふう

に配布したんかという折り込み先の明細までついております。この中に山科と

いうのがありましたので「え。山科まで配るんですか。」と言いましたら、「四

宮とか小金塚もあの辺も飛び地やけれども大津になるのでその辺を配布してお

ります。」という返事でありました。 

   賃貸事務所の家賃、コンピュータのレンタルにつきましても、相手業者との

賃貸契約書、こういうのがちゃんと添付されまして、どこで誰がどんな建物を

借りて、そしてコンピュータでどんな契約をしてるのかと。それに基づいてこ

ういう支払がなされていますと。ということまできちんと書かれておりました。    

また、事務用品、小さな用品につきましても相手業者の見積書、それから請

求書、それから領収書というふうに、ファイルとか用紙とかそういうものを買

ったときはいちいちそういうものが付けられていました。それでそういうもの

を見まして、往々にして大雑把になりがちなガソリン代、交通費、携帯電話な

どの通信費は、大津市の市議会の政務活動費においては初めから政務活動費の

項目から除外されています。さらに、大津市議会議員の収支報告と、その領収

書はすべてパソコンのホームページで公開されていました。 

   このように大津市議会の収支報告書は、私が思わず「おお！」と驚きの声を

上げる程、良識を持って処理されており、透明性も確保されていました。議会
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事務局の職員さんも「議員さんと何回も議論しながら改善してきました。今で

はその透明度は全国でもベスト 10 に入るほどです。」と胸を張って言っておら

れました。 

   続いて、私は「滋賀県議会の議員政務活動費、収支報告」についても閲覧し

ました。ところが、こちらの方は、その主要な点は後で詳しく述べますが、ガ

ソリン代、通信費、郵送代、事務所の賃貸料金、日常の事務用品、パソコンの

レンタル代、サーバーの使用料、果てはデジタルカメラの購入、パソコンの購

入、コーヒー代、湯茶などの飲食料金の支払いなど、誠に大雑把な収支報告と

なっておりました。中には長浜の「盆梅展」の入場料、各種美術館の入場料、

交通費、果ては京都で開催されたプロボクシングの入場料、タクシー代まで支

払いされています。 

   まあ、後は滋賀県が 80 万の歳費で 30 万の政務活動費、総額年 1 億４千４百

万円が支給されていると。また、会派によって会派の異動とかありますと若干

の違いがありますと。  

   それでそういう滋賀県議員さんの収支報告を閲覧しておりますと「決まった

ものは使わな損や」という感覚で無造作に使われている気がしました。 

   措置請求で取り上げました主要なものは、私のつたない知識で明確に地方自

治法と判例に違反と指摘できる次の点であります。 

   その 1 は、他府県、海外への視察旅行についてです。収支報告では、旅費や

宿泊費の領収書はそろっていました。しかし、その視察出張についてどこで何

をどのように視察され、何を得て何を県政に活かしたのかの詳細は収支報告書

を見る限りでは全く報告されていません。 

   一例としまして、ある会派の九州、長崎への２泊３日の視察、総額 240 万円

というのがあります。収支報告から読み取れるのは、旅費と高速料金、宿泊費、

土産代だけであります。「その詳しい記録はありますか？」と議会事務局や会派

の事務の人に問い合わせますと「メモ程度のものならあります」という返事で

した。詳しい日程、視察の内容の記録がなければ、この収支報告を見ただけで

は、物見遊山の会派慰安旅行をされたとの見方もできます。この点について監

査委員でしっかりと確かめていただきたいと思います。 

   ２点目は広聴広報費の問題です。措置請求書に証拠も添えて詳しく述べさせ

ていただきましたが、各種広報発行費用の業者の印刷代や折り込み配布の領収

書は概ねそろっています。しかし、その広報紙の現物のコピーがほとんど添付

されていません。１、２の本当に真摯な真面目な方はきちんと広報紙のコピー

を添付されています。明細や備考に「広報第○○号、発行」と書いていても、

その見本紙が添付されていなければ本当かどうか確認できません。業者の領収

書には、日付が異常に近いもの、印紙が貼られていないものなど真偽の疑わし
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いものもあります。滋賀県議会では平成 28 年度から一部改善された点もあるそ

うですが、これでは全く真偽が証明できません。私は２７年度しか点検してお

りませんが、それ以前はもっと不透明だったのでしょう。不当利得の返還請求

の時効は５年です。時間があれば 27 年度以前も調べなければならないと思って

います。 

    また、これに関連して大きな会派では費用弁償という名目で会派に所属する

議員に対して年２回、20 万円から 40 万円近くまで一人ひとりの議員に支給さ

れています。議員個人によって金額の違いがあります。その受取書には印鑑の

押されている方と、全く印鑑も押されていないのもあります。費用弁償という

言葉の響きから、拙い私が推し量りますと「何等かの政務活動に関する費用を

個人が先払いされて、その分を後に穴埋めしたものだろうか」としか取れませ

ん。では、支給された議員さんがその分をどう収支に計上し、どう使われたの

かと詮索しますけれども、それに該当する収入や支出の記録は一人ひとりの収

支報告には見当たりません。費用弁償とはいったいどのような中身なのでしょ

うか。議会事務局の職員や会派の事務員さんに問い合わせましても明確な支出

の根拠は示されません。そればかりか「一県民になぜそこまで説明しなければ

なりませんか。」という不遜な言葉まで返ってきました。「ああ、これ以上は私

の力では調査できない。正規の監査委員さんに調べていただくしかない。」と思

ったのもこうした「措置請求」を提出した一因です。 

    税務当局に問い合わせますと、「支払いに明確な根拠がなければ贈与となり個

人所得の申告が必要になります。」と言っています。是非、この点も監査委員の

方々にしっかり監査して頂きたく思います。 

    第３点目は広報の送付に関する郵送費の問題です。広報の送付代との名目で

切手購入などの郵便局の領収書がべたべたと貼ってあります。その切手代のな

かには「○○記念切手」「○○シリーズ」など、記念切手の収集家が買い求める

ような切手代が多く含まれています。 

    大津市の政務活動費の項目には「宛先の明確でない切手、郵送費などは政務

活動費と認定できない」という明確な規定があります。滋賀県議会におかれま

しても何らかの透明性のある方法をご検討いただかなければならないと思いま

す。 

    次に書籍の購入にも問題があります。領収書の明細には「山下清・図禄」「西

行魂の旅路」「若冲」「歌川広重の世界」「クレオパトラとエジプト」「三国志英

雄たち」「天才」「琳派目録」「司馬遼太郎」「美人画の四季」「平山郁夫の世界」

等々、およそ県政との関連が疑われる本の購入費がいっぱいあります。また、

こじつければ県政と関係もあるかなと思われますが「日本の自然災害１冊

29,400 円」「日本の自然災害東日本大震災 1 冊 60,000 円」「憲法と日本のあゆ
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み、明治、大正 1 冊 35,000 円」等、この議員のこの時の書籍合計 184,400 円。

なかなか個人では購入できない高額の書籍。おっと失礼。貧乏人とは私のこと

で、議員さんは高額所得でした。の領収書がべたべた貼ってあります。穿った

見方をすれば「どうせ予算はあるんだ。議員をしている間に高額の本もどんど

ん買っておこう。」という人間の寂しい根性で引き落とされたと思われます。自

分の趣味や興味のある本はみんな自分で工面して買っているんじゃないです

か？ 

    先ほども少し触れましたが「ガソリン代」の請求もひどいものです。誰が使

ったかわからない名前の記載の無い給油所の領収書がべたべたと貼ってありま

す。通常電話、携帯電話、パソコンの通信料もほとんど個人を特定できません。

事務所の賃貸料、電気、水道代についても、議員の事務所と後援会の事務所の

経費を区別するためか、２分の 1 という按分で計算されています。しかし、こ

こにも大津市と違ってもう一方の方の事務所の賃貸契約書は添付されていませ

ん。どこの事務所と按分しているのかということが明確ではありません。   

  ファイル、カートリッジ、トナーインク、コピー代、用紙代、封筒代も使い

放題です。１つ１つについて「これが本当に政務活動のために使われたか？」

との確認のしようが有りません。 

    政務活動費とは私がいうまでもなく、税金、公費による、議員の政治活動を

援助し、促進するために支給されているものです。その貴重な公金である事を

忘れて、「予算がついているからその範囲で何に使ってもいいんだ」などという

考え方は、市民、県民から選ばれた選良のなす事でしょうか。 

    県民の中には、全国の皆さんと同じように、その日その日の生活費に苦労し

ている方がいっぱいおられます。出産、育児、保育、教育、医療、高齢者医療、

介護。今、国は何でも財政危機の名のもとに高齢者を標的にし、庶民の負担は

どんどん多くなっています。そうした中でも、特に毎日の食事も満足に食べら

れない貧困児童の生活実態は悲惨です。政務活動費の１万円、２万円ではあり

ますが、もしそのお金をこうした貧困児童に回すことができれば、どんなに多

くの人が喜ばれることでしょう。 

    世界遺産への登録が準備されている堺市の「仁徳天皇陵」でありますけれど

も、仁徳天皇は高台から庶民の家々を眺め、「家々の煙突から夕餉の煙が上がっ

ていない。庶民は、とても困窮しているんだ」と思われ、租税を免除したと歴

史書にあります。政治とは、声なき声に耳を傾け、民の幸せを図るものだと思

います。ひと時、テレビでも大きく取り上げられました、南米ウルグアイの大

領領であったムヒカ氏は、大統領でありながら長靴を履いて農民と苦楽を共に

しながら政治をやっておられました。     

    滋賀県議会の選ばれた議員として、滋賀の県政の負託を受けられた議員さん
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なら「政務活動費は公金である」「少しでも節約して、そのお金を県民のために

使おう」と考えられてもおかしくはありません。私利私欲を優先させて「予算

が付いているんだ。可能な限り分捕ろう」と思われるような議員は真の政治家

ではありません。 

    私の２７年度の政務活動費の監査委員に対する問題提起は決して議員さんの

誰彼を非難するためのものではありません。これを機会に議員さん一人ひとり

と県議会が襟を正して、今後、いっそう公明正大な政務活動費の使い方と県民

に対する報告の透明性の確保に取り組んでいただきますよう、議会各派で協議

を急いで頂きたく存じます。 

    最後に一言。地方自治法２５２条の４３条第１項には「当該請求に係る監査

について、監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査により外部

監査を求めることができる」とされ、これに基づき滋賀県外部監査契約に基づ

く監査に関する条例平成１８年３月３０日条例第１５号改正が制定され、その

第３条５項「県民は、法第２４２条第１項の請求をする場合において、併せて

当該請求に係る監査について監査委員の監査に代えて外部監査契約に基づく監

査によることを求めることができる」と明記されています。そこで私は、本請

求が滋賀県議会とそこに所属する多くの議員に関する請求であり、議会選出の

監査委員や議会の承認のもと選出され、議会と重い利害関係を持つ既存の監査

委員では、厳格な監査を実施されることに危惧が持たれるとの思いから外部監

査を請求しました。ところが、現監査委員において「議員の身分を持つ監査委

員は本請求の監査から除斥すること。現監査委員においても公明正大な監査を

実施できること。財務会計上の請求でないこと。」などを理由に、いとも簡単に

外部監査を却下されました。今からでも現監査委員による監査に代えて、外部

監査を実施されるよう請求するものです。 

    現監査委員のみなさんにおいて、公明正大な監査を実施すると口頭で述べら

れても、議会の承認という監査委員への就任を左右する重い利害関係を持つ現

監査委員の立場として、これ見てますと、２回続けて選任されておられる方も

ありますけど、そうすると２回議会で承認されなければなりません。議会に反

するようなことを決定を出して議会がまたもう一度選任するようなことは考え

られません。そういう関係でありながら現監査委員の立場として、深層心理的

には多くの議員に友好的な心情に傾き、真に公明正大な監査が行われるか、疑

わしいものであります。この監査結果に基づいて住民訴訟も準備しながら、重

ねて、真に住民、県民の目線にそった厳正なる監査をお願いするものです。 

    以上をもちまして私の陳述を終えさせていただきます。ご清聴ありがとうご

ざいました。 
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３ 関係職員等の陳述 

地方自治法第 242 条第７項の規定に基づき、関係職員等である滋賀県議会事務局の職

員に対して平成 29 年２月７日に陳述を求めたところ、その要旨は次のとおりであった。 

 

  滋賀県議会では議長の指示のもとに、厳正な審査を行いまして、情報公開を進めて

おりますけれども、今回請求のあった件については、制度の原点に立ち返り政務活動

費の創設された趣旨を確認しまして、正副議長ならびにすべての会派代表にもご了解

いただいた上で、この場に臨ませていただきました。 

   また、請求人が指摘されました点につきましても、必要な点については会派の代表、

ご本人にも確認したことを申し添えておきます。 

 

それでは、政務活動費の概要につきまして、ご説明を申し上げます。 

地方分権が進展する中で、地方議会が担う役割はますます重要なものとなっており

ます。県議会は二元代表制のもと、政策立案機能や監視機能など、議会の権能を十分

に発揮し、県民の負託に応えることが求められております。 

その権能を十分に発揮するためには、会派および議員が本会議や委員会での質問、

質疑、政策論争をはじめとして、多岐にわたる議員活動を積極的に行う必要がありま

す。そのためには、県の事務や地方行財政などの事項について、住民や学識経験者か

らの意見聴取、資料収集、あるいは現場の視察を行うことなどにより、様々な意見や

情報を蓄積することが重要となっております。 

こうした観点から、会派および議員の、調査活動基盤の充実強化が必要不可欠であ

りまして、政務活動費は、会派および議員の調査研究やその他の活動に必要な経費の

一部として交付されるものであります。 

また、地方議会は、条例の制定、予算の議決等地方行政全般について広範な権能が

あり、これを適正に執行するための会派および議員の調査研究活動も多岐にわたるも

のであることから、調査の県政との関連性、その目的、必要性、方法や様態について

は、基本的には会派および議員の広範な裁量に委ねられております。 

これは滋賀県議会の政務活動費について争われた過去の判決においても明らかにさ

れているところでございます。 

さらに最高裁の平成 21 年 12 月の判決では、政務活動費は、議会の執行機関に対す

る監視機能を果たすための政務調査活動に充てられることも多いところであり、執行

機関と議会との抑制と均衡の観点から、議会の独立性や自主性を前提とした政務調査

活動に対する執行機関や他の会派からの干渉は、防止されなければならないものとさ

れております。従いまして、収支報告書は概括的な記載でよく、その目的や内容など

を執行機関に具体的に報告しなければならないことを定めた条項はないと、最高裁で

判示されております。 
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この最高裁判決の補足説明をさせていただきますと、この判例におきましては、政

務活動費の使用目的を詳細に記載すると、執行部に不都合な調査については政務活動

費の交付を止められたり、議員が次の議会で質問しようとする内容がもれたりするお

それがあり、また対立する他の会派がやろうとしている調査内容が、事前に流出する

おそれがあることから、収支報告書は概括的な記載でよいこととされてるものと理解

しております。 

    この二つの判決から考えますと、執行部には、知事のもとに 3,000 人のスタッフが

おります。また一方で、議会は定数 44 名、事務局のスタッフ 30 名弱と、その情報収

集力には限界がございます。 

    こうしたなかで、政務活動費は、議員の調査活動基盤の充実強化を図るために制度

化されたものであり、議員の広範な裁量のもとで、社会通念上認められる使い道であ

れば、その内容や目的を示す必要はないというのが、政務活動費創設の根底にあると

思います。 

これは、不正な使用をしているから公開したくないというのではなく、つまびらか

に公開することがかえって、二元代表制の一翼である地方議会の機能を低下させるこ

とを危惧する思想が根幹にあるものと考えております。 

    その一方で、この制度が一部改正された平成 24 年の国会の付帯決議においては、「そ

の運用につき国民の批判を招くことがないよう、使途の透明性の向上が図られるよう、

特段の配慮を行うこと。」とされており、会派および議員は、政務活動を充てる経費

の説明責任と透明性の確保が求められているものでございます。 

    次に、制度の適法性と「政務活動費のしおり」について述べさせていただきます。 

    政務活動費の根拠でありますけれども、平成 12 年の地方自治法の改正において、議

員の調査活動基盤の充実を図るため、当初は政務調査費として法制化され、平成 24

年の自治法改正に伴い、調査研究には限定しない議員活動を前提とした制度として、

名称が政務活動費へと変更され現在に至っております。 

地方自治法第 100 条第 14 項により、「普通地方公共団体は、条例の定めるところに

より、その議会の議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、

その議会における会派又は議員に対し、政務活動費を交付することができる。この場

合において、当該政務活動費の交付の対象、額及び交付の方法並びに当該政務活動費

を充てることができる経費の範囲は、条例で定めなければならない。」と定められて

おります。 

また、同条第 15 項により「政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定め

るところにより、当該政務活動費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するもの」

と定められているところでございます。 

これに基づきまして、本県においても、全国都道府県議会議長会が示す政務活動費

の交付に関する条例の標準例を参考に、「滋賀県政務活動費の交付に関する条例」が
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定められております。 

次に、経費の範囲でございますけれども、県条例第９条により、「会派および議員が

行う調査研究、研修、広聴および広報、要請および陳情、住民相談、各種会議への参

加等の県政の課題および県民の意思を把握し、県政に反映させるための活動その他の

住民福祉の増進を図るために必要な活動に要する経費」を充てることができると定め

られております。 

次に、「政務活動費のしおり」について、お話をいたします。 

県条例第 14 条に基づいた事務処理マニュアルとして、また、議員自身が守るべき基

準として、使途基準、使い道をより明確化し政務活動費の適正な執行を図るための、

「政務活動費のしおり」を作成しております。この中には、政務活動費の充当に適し

ない経費も定められております。 

この「政務活動費のしおり」は、会派および議員の合意形成を経て確立されてきた

ところでございますけれども、その内容は、議会の自主裁量のみに基づいた都合の良

いルールではなく、全国都道府県議会議長会において検討された基本的な事項や、全

国的な傾向を参考にしたうえで作成しており、つまり、政務活動費の趣旨を十分に踏

まえた内容で作成しているものございます。 

次に、審査体制と支出の適法性について、述べさせていただきます。 

    審査事務にあたりましては、事前に、会派および議員に「政務活動費のしおり」を

配布するとともに、議員が全員集合する全員協議会の場においてその内容の周知徹底

を図るなど適切に行っております。加えまして、年度途中における会派および議員か

らの個別の問い合わせについても、充当の可否の如何について、事務局で対応してお

ります。 

その上で、精算事務は、提出されたすべての収支報告書に対し、条例に定められた

形式で提出されているかどうかを確認するとともに、収支報告書に記載された内容が、

「政務活動費のしおり」に適合しているかどうかについて確認しているものでござい

ます。 

その際には、会派や議員に問い合わせを行うなど、必要に応じて修正も求め、適正

な報告書となるよう審査をしております。また、領収書の代わりに支払証明書が添付

された場合には、交通費をインターネットで検索したり、書籍はその書籍番号をイン

ターネットで検索して書名の確認も行っております。 

審査体制には、その充実を図るために、担当だけでなく私も含めました総務課全体

で、審査を行うよう体制を整えておりまして、ひとつひとつの案件につき複数名で支

出の適合性を確認しているところでございます。 

なお、制度の改革でございますけれども、この制度が一部改正された平成 24 年の国

会の付帯決議におきまして、「その運用につき国民の批判を招くことがないよう、使

途の透明性の向上が図られるよう、特段の配慮を行うこと。」とされておりまして、
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会派および議員は、政務活動費を充てた経費の説明責任と透明性の確保が求められて

いるところでございます。 

こうしたなか、本県滋賀県議会におきましては、平成 28 年度から次の見直しを行い

ます。 

   ・ 県外・海外で活動を行った場合は活動報告書を作成し提出すること。 

   ・ 県政報告紙の印刷物は現物を提出し、調査研究を委託した場合はその概要がわか

るものを提出すること。 

   ・ 書籍等については、その書籍名を記載すること。 

   ・ 按分が必要な経費については、合理的な区分ができない場合は政務活動費を充当

することができる上限を２分の１までとすること。 

   ・ 県議会ホームページにおいて収支報告書を公開すること。 

   などでございます。 

なお、この見直しは、平成 29 年、今年の５月以降に公開するものから適用する予定

でありますけれども、これがないからといって、平成 27 年度までの支出が不適正で

ある訳ではございません。 

     あと、最後にですね、次に請求人の方から請求がありましたことについて、私ども

の考え方を説明させていただきます。 

明らかに地方自治法に違反していると主張をされておりますけれども、どの規定に

どう反しているかなどの具体性がなく、その主旨が不明であると考えております。

我々は厳正な審査を行い法律や政務活動費の支出基準に、いささかも反していないと

考えております。 

    個別項目のなかから、主なもの 7 点について説明をさせていただきます。 

 

一点目、視察経費について領収書以外の資料が添付されていないことであります。 

視察内容につきましては、会派および議員の自主的な判断により、政務活動として

行われているものであり、「政務活動費のしおり」の中では資料などの添付義務はな

く、主な支出内容が収支報告書に記載していればよいとしております。 

また、証拠書類であります領収書が適正に提出されていることから、規定に反する

ものではありませんし、会派ないし議員の広範な裁量のもと地方行政全般の調査研究

が行われたものと理解をしております。  

二点目、広報紙などの発行経費について印刷物などの見本が添付されていないこと、

また、配布方法の記載がないことについてでございます。 

「政務活動費のしおり」では、見本の添付義務はなく、証拠書類である領収書が適

正に提出されていることから、規定に反するものではありません。 

また、配布方法につきましても、議員等の自主的な判断によって行われているもの

であり、「政務活動費のしおり」では詳細の記載義務はなく、その主な支出内容は収
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支報告書に記載されています。このことは、平成 21 年の最高裁判決でも示されてい

るところでございます。 

なお、今回のご請求を踏まえまして、印刷物の発行の事実については、各会派を通

して再度確認をしたところでございます。 

三点目、記念切手の購入が、個人的な趣味としての切手収集である疑いがあるとい

うふうにされている点です。 

使い道が私的なものでないということを確認したうえで、私どもは精算事務にあた

っております。 

また、記念切手であることが、政務活動費でないということを合理的に疑う根拠に

はなりません。「政務活動費のしおり」に反するものでないことは、青森地裁の判決

でも示されているところでございます。 

四点目、費用弁償の使途が不明であることでございます。 

この経費は、会議等に出席するための旅費でございます。 

会派の活動であります、会派総会、会派の政調会、郡市別の政調会などの出席に係

る経費として費用弁償されるもので、「政務活動費のしおり」に適合しているものと

考えております。 

    また、本人の収入支出に記載するものでもございません。 

五点目、コーヒー代、湯茶代についてであります。 

会議、県政報告会、住民相談等の接遇に使われるものでありまして、「政務活動費の

しおり」において認められております。また、どこで使われたということの制限はご

ざいません。 

六点目、印紙が貼られていない領収書および宛名のない領収書の有効性についてで

ございます。 

収入印紙の貼付および宛名がないことが、領収書を無効にするものでないことから、

真正な領収書の写しが提出されたものであります。この宛名のない領収書は、ガソリ

ンスタンドのセルフの領収書のことでございます。 

また、人件費等に係る領収書については、印紙税法別表第１の 17 に定められました

営業に関しないものとして、印紙税の非課税文書でございます。 

七点目、人件費の領収書について、住所・氏名が黒塗りされていて誰が受け取った

のか不明であるというふうにされております。 

個人に関する情報については、情報公開条例第６条において、非公開とされており、

該当箇所を伏せた収支報告書を公開しているところでございます。 

    最後に、請求人が、平成 18 年の青森地裁と平成 27 年の神戸地裁で返還命令が出さ

れた判決をもとに、本県議会の政務活動費もこれに該当すると主張をされております。 

カラ出張とレシートの改ざんを繰り返して、いわゆる号泣会見で物議を醸し、議員

辞職されました兵庫県議に対する神戸地裁の判決については、全くあたりませんので
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論評はいたしませんが、青森地裁のケースは本県の審査基準、つまり「政務活動費の

しおり」においても採用している部分がありますので、少し説明をさせていいただき

ます。 

請求人は、平成 12 年に政務調査費が制度化された直後の、青森地裁の判決を示され

ております。これは、当時の弘前市議会の規定には領収書の保管義務はあったものの

提出義務がなかったため、これを不適切な使用をしていた 10 名の市議会議員に政務

調査費を返還せよと、この旨の判決があったものでございます。 

その一部を朗読させていただきます。 

「議員が政務調査研究活動に資するために必要な経費として支出したことについて

資料を提出せず、これを補足する具体的な説明も行わない場合には、その金額や使途

等からみて資料の提出やこれを補足する説明を行うまでもなく政務調査費であろう

と社会通念上推認されるような支出を除き、これを正当な政務調査費の支出であると

認めることはできない」として返還命令を出されているものでございます。 

「領収書のない支出」や「補足説明もできないもの」が政務調査費として支出され

ない、してはいけないというのは当然の話でございます。 

本県の場合、収支報告書や領収書は添付されており、正当な政務活動費の支出であ

ることはいうまでもございません。 

なお、その判決文中には「電話料金、文房具代金、郵便代金」は説明を行うまでも

なく政務活動費であろうと推認される支出であるとも判じされているところでござ

います。 

もう一点、大津市の政務活動費に比べて、滋賀県はホームページでの領収書公開が

ないなど透明性が低く、支給されたものは使わな損やという感覚で杜撰な収支報告と

の指摘をされておられます。 

大津市では、携帯電話の通信料やガソリンを支出の対象外とされていたり、海外視

察や趣味の色濃い書籍は支出できない規定となっております。 

また、会派広報紙の配布は、日刊紙への折り込み、または、街頭配布に限られてお

り、各家庭への配布は認められておりません。 

こうした大津市の制度は、法律や過去の判例で認められた範囲を、大津市の議会が

自発的に制限されているものであって、必ずしも都道府県議会の権能にあったもので

はなく、請求人は明確な根拠なしに杜撰と、言われているように思います。 

以上で説明を終わらせていただきますけど、富山市の不正請求など、政務活動費が

世間の注目を浴びているなか、会派や議員の広範な裁量に委ねられているとはいえ、

議員においても説明責任が果たせるよう、滋賀県議会では適正な収支報告書が作成さ

れておりますし、議会としても厳正な審査をしていることをご理解いただきまして、

適切なご判断をお願いしたいと思います。どうもありがとうございました。 
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４ 監査の実施 

職員措置請求書および陳述の内容より、監査対象機関を議会事務局とし、平成 29 年２

月 10 日に関係職員から事情を聴取するなどして、監査を実施した。 

 

 ５ 関係人調査の実施 

   本件請求のうち、一部の支出については、政務活動との関連を確認する必要が生じた

ことから、対象となる支出を実際に行った、吉田清一議員、加藤誠一議員および小寺裕

雄議員に対し関係人調査を実施した。 

 

 ６ 監査の結果 

   上記の住民監査請求について監査した結果、次のとおり滋賀県知事に対して勧告した。 

 

滋 監 査 第 ３ ３ 号  

平成 29 年(2017 年)３月 22 日  

滋賀県知事 三日月 大造 様 

 

滋賀県監査委員 山田  実 

滋賀県監査委員 平岡 彰信 

滋賀県監査委員 北川 正雄 

 

住民監査請求に係る監査結果について（勧告） 

 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号。以下「法」という。）第 242 条第１項の規定に基づ

く住民監査請求について、監査を執行したので、同条第４項の規定により下記のとおり勧告

する。 

記 

第１ 監査の実施 

 １ 監査の実施 

職員措置請求書および陳述の内容より、監査対象機関を議会事務局とし、平成 29 年２

月 10 日に関係職員から事情を聴取するなどして、監査を実施した。 

なお、監査の実施にあたり、別紙のとおり、請求人が違法または不当とする個々の支

出について、便宜上請求番号を付した。 

 

 ２ 関係人調査の実施 

   本件請求のうち、一部の支出については、政務活動との関連を確認する必要が生じた

ことから、対象となる支出を実際に行った、吉田清一議員、加藤誠一議員および小寺裕
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雄議員に対し関係人調査を実施した。 

 

 ３ 監査の対象 

請求人は、収入印紙が貼られていない多数の領収書について違法である旨主張してい

るが、住民監査請求の制度は、県の財務事務について違法不当を判断する制度であって、

印紙税法違反の有無を判断する制度ではないので監査の対象から除外した。 

   また、次に掲げる支出については、それぞれ各項記載の理由により却下とし監査の対

象から除外した。 

  (1) 請求番号 19、29、59 

各議員より収支報告書の訂正届が提出され、自主返還されたことにより、違法とさ

れる事実が存在しなくなったため。 

(2) 請求番号 62 

携帯６台分の支出が含まれているため不必要な支出である旨主張しているが、収支

報告書に添付された６台分の領収書のうち、政務活動費に充当されているものが１台

分のみであることは、請求人が事実証明書として提出した（小寺、証５）において確

認することができることから、請求人が主張している事実が存在しないことは、監査

を実施するまでもなく明らかである。 

  (3) 請求番号 54、89 

請求人は印刷見本が添付されていないと主張しているが、「全国地域情報」の購読料

であり、使途項目も資料購入費で計上されていることは、請求人が事実証明書として

提出した（加藤、証８）、（村島、証８）においても確認することができることから、

請求人が主張する事実がないことが明らかである。 

  (4) 請求番号 44、99、102、113、115、122 

法第 242 条の住民監査請求において、請求が違法なものとして監査を実施するため

には、財務会計上の行為について、法令に違反している等の違法性または不当性が具

体的かつ客観的に主張されていなければならない。しかしながら次の請求について

は、それぞれ各項記載の理由により具体的もしくは客観的に主張しているとは認めら

れないため。 

   ア 受取人の住所氏名が黒塗りされている領収書について 

     請求人は、請求番号 44、99、102 について、領収書の受取人の住所・氏名が黒塗

りされていることから、受取人が家族・肉親であれば違法であると主張しているが、

肉親であるということを推認させる事実の適示は一切なく、仮定の理由により監査

を求めており、違法の理由を具体的に適示しているとは認められない。 

なお、領収書の受取人の住所・氏名は、滋賀県個人情報保護条例第６条に該当し

非公開とされているものである。 

   イ プリンタートナー代について 
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     請求人は、請求番号 113 において、プリンタートナー代が多すぎることから政務

活動費に該当しないと主張しているが、多すぎるとする根拠を具体的かつ客観的に

示されておらず、請求人の主観的見解を述べているに過ぎないことから違法の理由

を具体的かつ客観的に適示しているとは認められない。 

   ウ 雑費、クリアファイル、ＵＳＢメモリ代について 

請求番号 115 において、雑費、クリアファイル、ＵＳＢメモリ代が無造作に使わ

れているが個人消費の分は違法と主張しているが、当該支出は会派に交付された政

務活動費の支出であり、個人で使用されたとする根拠も全く示していないことから、

違法の理由を具体的に適示しているとは認められない。 

   エ ウェブサイトの作成管理料について 

     請求人は、請求番号 122 においてウェブサイトの作成・管理料は不当に高額であ

り、個人の分が含まれている場合は違法であると主張しているが、不当に高額であ

るとする具体的な根拠は示されておらず、個人の分が含まれているということを推

認させる事実の適示もないことから、請求人の主観または仮定の理由により監査を

求めているものであり違法の理由を具体的かつ客観的に適示しているとは認められ

ない。 

 

第２ 監査の結果 

１ 監査の対象に係る違法性または不当性についての請求人の主張 

請求人の主張については、判断に併せて、個別に述べる。 

 

２ 事実関係の確認 

  監査対象機関に対する監査および関係人調査の結果、次の事実を確認した。 

(1) 政務活動費制度の概要 

ア 政務活動費制度の概要 

    根拠法令 

     地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 100 条第 14 項において「普通地方公共

団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研究その他の活動に資

するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対し、政務活

動費を交付することができる。この場合において、当該政務活動費の交付の対象、

額及び交付の方法並びに当該政務活動費を充てることができる経費の範囲は、条例

で定めなければならない。」と規定し、同第 15 項においては「前項の政務活動費の

交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところにより、当該政務活動費に係る

収入及び支出の報告書を議長に提出するものとする。」と規定している。 

また、同 16 項において「議長は、第 14 項の政務活動費については、その使途の

透明性の確保に努めるものとする。」と規定している。 
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     本県では、上記の規定に基づき、滋賀県政務活動費の交付に関する条例(以下「条

例」)という。）および滋賀県政務活動費の交付に関する規程（以下「規程」とい

う。）を平成 13 年３月に制定し、政務活動費の交付ならびに政務活動費に係る収

入および支出の報告等に関し必要な事項を定めている。 

     本県の概要は次のとおりである。 

 交付対象 ・会派および議員 条例第２条 

交付額 ・会派および会派所属議員は、一人あたり月額 30 万円 条例第３条 

  ・無所属議員は、月額 20 万円 条例第４条 

交付方法 ・四半期毎（４月、７月、10 月、１月） 条例第８条 

経  費 ・会派：条例第９条別表第１ 条例第９条 

  ・議員：条例第９条別表第２ 条例第９条 

収支報告 ・経費別の支出額および主な支出内容等を記載した収

支報告書を議長に提出しなければならない。 

条例第 10 条 

  規程第５条 

  ・収支報告書には、支出に係る領収書その他の証拠書

類の写しを添付しなければならない。 

  

    

議長の調査 
・収支報告書が提出されたときは、必要に応じ調査を

行う。 
条例第 13 条 

残余額の返

還等 

・辞職などで議員でなくなったときは、翌月分以降の

政務活動費を返還しなければならない。 

条例第８条 

  

・会派または議員は交付を受けた額に残余がある場合

は、残余額を返還しなければならない。 

条例第 11 条 

  

証拠書類の

保存 

・会派の政務活動費経理責任者および議員は、会計帳

簿を調製し、その内訳を明確にするとともに証拠書類

等を整理保管し、５年間保存しなければならない。 

規程第６条 

  

収支報告書

等の閲覧 

・何人も閲覧を請求することができる。 条例第 12 条 

  規程第７条 

 

   イ 政務活動費の使途基準 

別表第１（第９条関係） 

会派に係る政務活動費を充てることができる経費 

経  費 内    容 

調査研究費 
会派が行う県の事務、地方行財政等に関する調査研究および調査委託に

要する経費 

研修費 会派が開催する研修会、講演会等に要する経費ならびに団体等が開催す
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る研修会、講演会等への所属議員および会派が雇用する職員の参加に要

する経費 

広聴広報費 
会派が行う議会活動および県政に関する政策等の広聴活動および広報

活動に要する経費 

要請陳情等活

動費 

会派が行う要請活動および陳情活動、住民相談等の活動に要する経費 

会議費 
会派が開催する各種会議に要する経費および団体等が開催する意見交

換会等の各種会議への会派としての参加に要する経費 

資料作成費 会派が行う活動に必要な資料の作成に要する経費 

資料購入費 会派が行う活動に必要な図書、資料等の購入、利用等に要する経費 

事務費 会派が行う活動に係る事務の遂行に要する経費 

人件費 会派が行う活動を補助する職員の雇用に要する経費 

 

別表第２（第９条関係） 

議員に係る政務活動費を充てることができる経費 

経 費 内     容 

調査研究費 
議員が行う県の事務、地方行財政等に関する調査研究および調査委託

に要する経費 

研修費 

議員が開催する研修会、講演会等に要する経費ならびに団体等が開催

する研修会、講演会等への議員および議員が雇用する職員の参加に要

する経費 

広聴広報費 
議員が行う議会活動および県政に関する政策等の広聴活動および広報

活動に要する経費 

要請陳情等活

動費 

議員が行う要請活動および陳情活動、住民相談等の活動に要する経費 

会議費 
議員が開催する各種会議に要する経費および団体等が開催する意見交

換会等の各種会議への議員の参加に要する経費 

資料作成費 議員が行う活動に必要な資料の作成に要する経費 

資料購入費 議員が行う活動に必要な図書、資料等の購入、利用等に要する経費 

事務所費 議員が行う活動に必要な事務所の設置および管理に要する経費 

事務費 議員が行う活動に係る事務の遂行に要する経費 

人件費 議員が行う活動を補助する職員の雇用に要する経費 

 

ウ 「政務活動費のしおり」について 

「政務活動費のしおり」について、 
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「条例第 14 条に基づいた事務処理マニュアルとして、使途基準をより明確化し

政務活動費の適正な執行を図るための、「政務活動費のしおり」を作成しており、

この中には、政務活動費の充当に適さない経費なども定められている。 

この「政務活動費のしおり」は、会派および議員の合意形成を経て確立されて

きたものであり、議会の自主裁量のみに基づいたものではなく、全国都道府県

議会議長会において検討された基本的な事項や、全国的な傾向を参考にしたう

えで作成されている。すなわち、政務活動費の趣旨を十分に踏まえた内容で作

成されているものである。」 

との、議会事務局の説明を確認した。 

 

エ 条例に規定する収支報告書について 

(ｱ)  条例第 10 条に収支報告書について「会派の代表者および議員は、政務活動費 

に係る収入および支出の報告書（以下「収支報告書」という。）を、別に定め

る様式により年度の終了日の翌日から起算して 30日以内に議長に提出しなけれ

ばならない。」と規定されている。 

また、収支報告書の様式は、規程第 5 条において別記様式第 7 号および第 8

号によるものと定められており、別紙として「主な支出内容」と併せて議長に

提出することとなっている。  

当該収支報告書の記載にあたっては、「政務活動費のしおり」に記載例が示さ 

れている。 

 

主な支出内容の記載例は次のとおりである。 

 調査研究費：日程、調査場所、調査目的等を記入した方が望ましい。 

 研修費：日程、研修場所等を記入した方が望ましい。 

 資料購入費：1 回の支払につき、図書・資料を複数冊購入した場合は、代表 

的な図書名を記載する。 

 要請陳情等活動費：日程、要望先、内容を記入した方が望ましい。 

 事務費：何を購入したか具体的に記載する。 

(ｲ)  支出の証拠書類については条例第 10 条第 4 項の規定により政務活動費のす

べての支出について、領収書その他の証拠書類の写しの提出が義務付けられ、

「政務活動費のしおり」の中で証拠書類と認められる書類が定められている。 

証拠書類として認められる書類  

（１）領収書・受取書・振込受領書その他これに類する書類で、支払額・支払年月

日・支払者・支払相手方が明確であるものとする。 

      （支払者が明確でなくとも証拠書類として認められるもの） 

         レシート、銀行通帳のコピー（通帳から経費の振込を行った場合） 
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（２）自動販売機で購入した切符代、自家用車を使用した際の交通費等領収書が取 

得できない場合には、議員または会派代表者が「支払証明書」（参考様式２） 

で証明することとなる。 

   ※広報印刷物の見本および配布先一覧の提出義務はない。 

※調査・委託の成果物、会議資料は各自で保管することとされており、提出

義務はない。 

 

オ 各経費について 

「政務活動費のしおり」において、各経費の使途基準に関する主な説明は次のと

おりである。 

 

      ＜調査研究費＞ 

主な支出内容：県内外調査交通費、宿泊費 

・ガソリン代は、１㎞あたり 20 円を乗じるか、領収書等を証拠書類として添

付する。 

       ・ガソリン代は、政務活動以外で使用した場合は、使用実態に応じて按分する。 

       ・交通費は、実費充当を原則とする。 

       ・交通機関のプリペイﾄﾞカードは充当可能な例として記載されている。使用実

態に応じて按分する。 

      ＜広報広聴費＞ 

       主な支出内容：広報紙印刷代、広報紙折込代、広報紙郵送代、ホームページ維

持に係る経費 

・会派と議員個人共同で広報紙を発行する場合は、紙面割合に応じて経費の按

分が必要である。 

       ＜会議費＞ 

       主な支出内容：会場借上代、会議資料作成代、茶菓代、交通費、会議参加費  

       ・充当に適さない例として、県政報告会等での参加者への食事の提供が記載さ

れている。ただし、湯茶、茶菓程度の提供は可。  

＜資料購入費＞ 

 主な支出内容：書籍代、新聞購読料、雑誌年間購読料 

・スポーツ新聞は娯楽性が高いことから不適切である。 

・政務活動と関係の薄いもの（小説等）や政治（政党）活動に関係が深い書籍

は不適切である。 

  ・大衆娯楽雑誌（週刊誌等）の購入は、一部に政務活動に関連する記事の掲載が

あるとしても、娯楽性が高く、誤解を招くおそれがあるので不適切である。 
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      ＜事務費＞ 

          主な支出内容：備品の購入、事務用品の購入、電話（携帯電話）代、パソコン

関連用品の購入、コピー関連経費   

        ・後援会や会派、政党活動に係る部分は除き、使用実態に応じて経費を按分 

する。 

      ＜人件費＞ 

       主な支出内容：事務職員給与、交通費 

        ・職員が後援会や政党活動を兼務している場合は、勤務実態に応じて按分し計

上する。 

・生計を同一にする親族の雇用は避ける。 

 

カ 議会事務局のチェック体制   

議会事務局のチェック体制について、 

「精算事務にあたっては、事前に、会派および議員に政務活動費のしおりを配布

するとともに、全員協議会等の場においてその内容の周知徹底を図るなど適切に

行っている。加えて、年度途中における会派および議員からの個別の問い合わせ

についても、充当の可否について、議会事務局で対応している。 

その上で、提出されたすべての収支報告書に対し、条例に定められた形式で提

出されているかどうかを確認するとともに、収支報告書に記載された内容が、「政

務活動費のしおり」に適合しているかどうかを事務局において確認している。 

その際、会派や議員に問い合わせをし、必要に応じて修正も求め、適正な報告

書となるよう審査している。また、領収書の代わりに支払証明書が添付された場

合には、交通費のインターネット検索を行い、また、書籍はその書籍番号をイン

ターネット検索で照合するなども行っている。 

審査体制については、その充実を図るため、総務課全体で、審査を行うよう体

制を整えて対応しており、ひとつの案件につき複数名で担当している。」 

との、議会事務局の説明を確認した。 

   

(2) 監査の対象とした各会派および議員の政務活動費の支出について 

各支出について、領収書その他の証拠書類の写しが添付されていることおよび領収

書の日付、支払相手先、金額を確認した。 

また、支出内容について、収支報告書の添付書類、議会事務局から説明の聴取およ

び提出を受けた資料により以下のとおり確認した。 

 

ア 自由民主党滋賀県議会議員団 

(ｱ) 世田谷美術館視察（請求番号１） 
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ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年６月 23 日 

ｃ 調査目的（場所） アールブリュットについて（世田谷美術館） 

ｄ 政務活動として支出された額 155,560 円  

   

(ｲ) 金沢 21 世紀美術館視察（請求番号２） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年 11 月 26 日 

ｃ 調査目的（場所） 新生美術館整備の参考について（金沢 21 世紀美術館） 

ｄ 政務活動として支出された額 137,354 円  

 

(ｳ) 九州国際重粒子がん治療センター・長崎県美術館（請求番号３） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年１月 19 日～21 日 

ｃ 調査目的（場所） 

自衛隊員と意見交換（海上自衛隊佐世保基地）  

  世界遺産の観光の取り組みについて（軍艦島） 

平和に関する取り組みについて（長崎原爆資料館、平和公園） 

新生美術館整備について（長崎県立美術館） 

99 さがネットについて（佐賀県庁） 

がん先進医療について（九州国際重粒子がん治療センター） 

ｄ 政務活動として支出された額 

 1,917,176 円 

費用の 2 割については、議員個人が負担された。 

 

(ｴ) コピー機カウント代、コピー機プリンター代（請求番号４） 

   ａ 支出項目 事務費 

ｂ 政務活動として支出された額 

コピー機カウント代 562,250 円 

コピー機プリンター代 27,220 円 

ｃ 内容 コピー機のリース料金とカウント料金で、支払先も別であり、二重支

払ではない。 

 

(ｵ) コーヒー代 (請求番号５） 

ａ 支出項目 会議費 

ｂ 政務活動として支出された額 332,894 円 
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ｃ 内容 会議、県政報告会、住民相談等の接遇に係るもの 

 

(ｶ) 会派広報発行会派負担金 (請求番号６） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 8,437,470 円 

ｃ 内容 自由民主党滋賀県議会議員団 県議会レターの発行に係る経費。広報

の紙面の掲載割合に応じて、会派と議員で按分されているうちの、会派負担分

として計上されたものである。 

 

    （ｷ）費用弁償 (請求番号７） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 政務活動として支出された額 7,106,700 円 

ｃ 内容 会派総会、政調会、郡市別政調会、視察等の出席に係る交通費（H27.5

～H28.3 月分） 

 

    （ｸ）お食事代 (請求番号８） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 政務活動として支出された額 45,900 円 

ｃ 内容 平成 27 年 10 月 9 日 びわかぜ乗船視察（八幡視察～彦根）昼食代 

  

イ 吉田 清一議員 

    (ｱ) JR 領収書（請求番号９） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 政務活動として支出された額 5,000 円 

ｃ 内容 県内各地への調査に係る交通費として、県外で ICOCA に支出（チャー

ジ）されたものである。 

政務活動以外の使用もあるため 2 分の１で按分されている。 

     

(ｲ) 浜松市美術館視察（請求番号 10） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年５月 14 日～15 日 

ｃ 調査目的（場所）  

       歴史的な街並み保存や史跡を活用した観光の取り組みを理解するため（浜松

城） 

文化・芸術に関する取り組みの理解と、その見識を高めるため（浜松市美術

館） 
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気候を利用した観光の取り組みを理解するため（フラワーパーク） 

ｄ 政務活動として支出された額 27,525 円 

 

 (ｳ) 千鳥ヶ淵戦没者墓苑訪問（請求番号 11） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年８月 15 日 

ｃ 調査目的（場所）  

 多数の犠牲者を出した先の大戦の歴史を直視し、平和認識を深めるため（国 

立千鳥ヶ淵戦没者墓苑） 

時局講演会に参加（靖国神社） 

ｄ 政務活動として支出された額 23,380 円 

   

(ｴ) 京都美術館視察（請求番号 12） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年９月 16 日 

ｃ 調査目的（場所） 文化・芸術に関する取り組みの理解と、その見識を高め

るため（京都市美術館） 

ｄ 政務活動として支出された額 900 円 

 

(ｶ) 映画鑑賞「日本の一番長い日」（請求番号 13） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年 8 月 22 日 

ｃ 調査目的（場所）  

  多数の犠牲者を出した先の大戦の歴史を直視し、平和認識を深めるため（イ

オンシネマ近江八幡） 

ｄ 政務活動として支出された額 1,000 円 

  

(ｷ) 熊野古道（請求番号 14） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年 11 月４日～５日 

ｃ 調査目的（場所）  

       歴史的な街並み保存や史跡を活用した観光の取り組みを理解するため(熊野

古道、熊野那智大社、補陀洛山寺) 

ｄ 政務活動として支出された額 

45,982 円 

 宿泊費 32,060 円に対し、夕食費を考慮して 7 割の自己負担とされている。 
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(ｸ)  淡海の人大交流会（請求番号 15） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年 11 月 9 日～10 日 

ｃ 調査目的（場所） 淡海の人大交流会出席（品川プリンスホテル） 

ｄ 政務活動として支出された額 32,486 円 

 

(ｹ) 京都国立博物館（請求番号 16） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年 11 月 13 日 

ｃ 調査目的（場所） 文化・芸術に関する取り組みの理解と、その見識を高め

るため（京都国立博物館） 
ｄ 政務活動として支出された額 750 円 

 

(ｺ) 長崎平和公園（請求番号 17） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年 11 月 17 日～19 日 

ｃ 調査目的（場所）  

歴史的な街並み保存や史跡を活用した観光の取り組みを理解するため（グラ

バー園、出島、長崎港、オランダ坂） 

多数の犠牲者を出した先の大戦の歴史を直視し、平和認識を深めるため（長

崎平和公園、長崎原爆資料館） 

ｄ 政務活動として支出された額 45,480 円 

 

(ｻ)  岡山県立博物館（請求番号 18） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年 11 月 23 日 

ｃ 調査目的(場所) 文化財保存・芸術に関する取り組みの理解と、その見識を

高めるため（岡山県立博物館） 

ｄ 政務活動として支出された額 13,590 円 

 

(ｼ)  国立国際美術館（請求番号 20） 

ａ 支出項目 調査研究費  

ｂ 日程 平成 27 年 12 月 16 日 

ｃ 調査目的（場所） 文化・エジプト芸術に関する取り組みの理解と、その見

識を高めるため（国立国際美術館） 
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ｄ 政務活動として支出された額 1,360 円 

 

(ｽ) フィリピン戦没者慰霊（請求番号 21） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年 1 月 20 日～26 日 

ｃ 調査目的（場所） 

原子力発電所の見識を高めるため、内部に入ることができる未稼働の原子力

発電所を視察（バターン原子力発電所） 

滋賀県遺族会戦跡巡拝参加、滋賀県遺族会と意見交換（カリラヤ日本人墓地） 

セブ市内視察（セブ島領事との意見交換予定のため待機） 

セブ島領事と経済・観光について意見交換（セブ島領事館） 

ｄ 政務活動として支出された額 315,864 円 

 

(ｾ) 国史跡・重要文化財視察（請求番号 22） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年２月 11 日～12 日 

ｃ 調査目的(場所) 福山市の歴史的な街並み保存や史跡を活用した観光の取り

組みを理解するため(国史跡福禅寺対潮楼、太田家住宅) 
ｄ 政務活動として支出された額 26,940 円 

 

(ｿ) 記念館「三笠」視察（請求番号 23） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年 2 月 15 日～16 日 

ｃ 調査目的(場所)  

       多数の犠牲者を出した先の大戦の歴史を直視し、平和認識を深めるため（記

念館三笠） 

歴史的な街並み保存や史跡を活用した観光の取り組みを理解するため（鎌倉

長谷寺、鎌倉建長寺、鶴岡八幡宮、江の島） 

ｄ 政務活動として支出された額 38,350 円 

 

(ﾀ) 大和ミュージアム視察（請求番号 24） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年 2 月 21 日～22 日 

ｃ 調査(場所)   

多数の犠牲者を出した先の大戦の歴史を直視し、平和認識を深めるため（大

和ミュージアム、旧海軍兵学校） 
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歴史的な街並み保存や史跡を活用した観光の取り組みを理解するため（厳島

神社、豊国神社） 

ｄ 政務活動として支出された額 34,184 円 

 

(ﾁ) 震災被災地視察（請求番号 25） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年 3 月 25 日～29 日 

ｃ 調査目的(場所) 

        被災地の復興状況を発災時と比較するため、また、復興庁の資料と比較する

ため（仙台市、南相馬市、女川町、石巻市、松島町、福島市） 

              復興式典視察のため（南相馬市） 

歴史的な街並み保存や史跡を活用した観光の取り組みを理解するため（会津

若松市） 

ｄ 政務活動として支出された額 114,400 円 

   ３月 25 日の宿泊費、22,680 円に対し、夕食を考慮し、10,000 円を自己負担 

  されている。 

 

(ﾂ) 議会レポート（請求番号 26） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 218,905 円 

 ｃ 内容 議会レポート 32 号・議会レポート 33 号 

   経費は、会派と 2 分の１で按分し、支出されている。 

 

(ﾃ) 長浜盆梅展（請求番号 27） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年 2 月 20 日 

ｃ 調査目的(場所) 観光の取り組みを視察するため（長浜市） 

ｄ 政務活動として支出された額 200 円 

 

(ﾄ)  ＫＹＯＴＯ駅美術館「歌川広重の旅」（請求番号 28） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年 3 月 20 日 

ｃ 調査目的(場所) 文化・芸術に関する取り組みの理解と、その見識を高める

ため（美術館駅 KYOTO） 

ｄ 政務活動として支出された額 700 円 
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(ｻ) 「森アーツギャラリー」（請求番号 30） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年 3 月 12 日 

ｃ 調査目的(場所)  文化・芸術に関する取り組みの理解と、その見識を高める

ため（森アートギャラリー） 

ｄ 政務活動として支出された額 4,870 円 

 

(ｼ) 福知山城視察（請求番号 31） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年 3 月 21 日～22 日 

ｃ 調査目的(場所)  史跡を活用した観光の取り組みを理解するため(天橋立成

相寺、福知山城) 

ｄ 政務活動として支出された額 30,550 円 

 

(ｼ) 書籍代（請求番号 32） 

ａ 支出項目 資料購入費 

ｂ 政務活動として支出された額 66,170 円 

ｃ 書籍名 別表のとおり  

 

ウ 竹村 健議員 

(ｱ) 郵送費（請求番号 33） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 464,323 円 

ｃ 内容 

 県政報告にかかる郵送代  

上記金額のうち、切手分 1,230 円（うち記念切手 7 枚 574 円） 

郵便局持込み分 463,093 円 

     

エ 富田 博明議員 

(ｱ) 議会レポート（請求番号 34） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 348,576 円 

ｃ 内容 

 県政報告 vol.12～vol.13 

  経費は、会派と２分の１で按分し、支出されている。 
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(ｲ) 引込宅内工事費（請求番号 35） 

ａ 支出項目 事務費 

ｂ 政務活動として支出された額 21,600 円 

ｃ 内容 

 事務所内の工事であり、2 分の１で按分された金額で充当されている。 

事務所の賃貸料も同様に 2 分の１で按分されている。 

 

オ 西村 久子議員 

(ｱ) 議会レポート（請求番号 36） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 1,585,698 円 

ｃ 内容 県政報告 56 号～60 号 

  

カ 岩佐 弘明議員 

(ｱ) 「会合代」大津プリンスホテル（請求番号 37） 

ａ 支出項目 研修費 

ｂ 政務活動として支出された額 3,000 円 

ｃ 内容 県政全般の諸課題について、国会議員と意見交換。 

   

(ｲ) 議会報告・県政レポート（請求番号 38） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 690,320 円 

ｃ 内容 

 議会報告・県政レポート(2 回) 

  経費は、会派と２分の１で按分し、支出されている。（議会報告・県政レポー

ト 1 回分） 

 

(ｳ) 灯油代（請求番号 39） 

ａ 支出項目 事務所費 

ｂ 政務活動として支出された額 1,206 円 

ｃ 内容 

 事務所で使用したもの。12 月・2 月灯油代。 

政務活動以外の使用もあることから２分の１で按分し充当されている。 

 

(ｴ) ガソリン代（請求番号 40） 

ａ 支出項目 事務費 
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ｂ 政務活動として支出された額 21,672 円 

ｃ 内容 

 ガソリン代（平成 27 年 10 月～平成 28 年 3 月分） 

経費項目は調査研究費の誤りである。 

政務活動以外の使用もあることから 2 分の１で按分し充当されている。 

 

キ 大野 和三郎議員 

(ｱ) 内閣府地方創生に係る調査（請求番号 41） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年６月 17 日～18 日 

ｃ 調査目的(場所) 内閣府地方創生に係る調査（国会議員会館） 

ｄ 政務活動として支出された額 

 37,300 円 

  宿泊費 21,760 円のうち滋賀県職員旅費規程に合わせて 13,100 円を充当され

ている。 

 

(ｲ) 県政報告（請求番号 42） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 1,296,200 円 

ｃ 内容 県政報告第７～9 号   

  

(ｳ) 書籍購入（請求番号 43） 

ａ 支出項目 資料購入費   

ｂ 政務活動として支出された額 600 円 

ｃ 書籍名 別表のとおり  

 

ク 奥村 芳正議員 

(ｱ) 会場費（請求番号 45） 

ａ 支出項目 会議費   

ｂ 政務活動として支出された額 350,000 円 

ｃ 内容 県政報告会会場費 

 

    (ｲ) 県政報告（請求番号 46） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額  1,204,308 円 

ｃ 内容 県政報告 vol.33～vol.36   
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ケ 加藤 誠一議員 

(ｱ) 黒部川第四発電所調査研究（請求番号 47） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年９月３日～４日 

ｃ 調査目的(場所) 関西電力(株)滋賀支社随行により発電所および工事用施設

を視察、低炭素社会を踏まえた CO2 排出のない発電方式の調査・研究、再生可

能エネルギーとしての水力発電の調査・研究、景観に配慮した地下発電所の調

査・研究（黒部川第四発電所視察）  

ｄ 政務活動として支出された額 24,760 円 

 

(ｲ)  水資源開発に関する調査（請求番号 48） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年 11 月９日 

ｃ 調査目的(場所) 琵琶湖再生法の制定を受け、過去の琵琶湖総合開発での特

に湖岸沿い事業と現在の管理について（独立行政法人水資源機構） 

ｄ 政務活動として支出された額 24,200 円 

 

(ｳ)  高知県視察（請求番号 49） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年３月 28 日～29 日 

ｃ 調査目的(場所) 間伐材の有効利用の一つである新しい構造材 CLT を利用し

た建築現場での調査（高知県庁、高知県農業担い手育成センター、田井高齢者

福祉事務所） 

ｄ 政務活動として支出された額 53,700 円 

 

(ｴ) 広報紙発行（請求番号 50） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 848,664 円 

ｃ 内容  

議会活動報告（2 回） 

「湖国とりびゅぬ」への県政レポート掲載（3 回） 

  県政報告レポート掲載  

 

(ｵ) 郵便料・切手（請求番号 51） 

ａ 支出項目 広聴広報費 
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ｂ 政務活動として支出された額 77,562 円 

ｃ 内容 

 自治会等への状況報告、個別広報紙発送切手代。 

上記金額のうち記念切手分 52,808 円分、郵便局持ち込み分 24,754 円 

 

(ｳ) 東京・国交省（請求番号 52） 

ａ 支出項目 要請陳情等活動費 

ｂ 日程 平成 27 年 11 月 19 日 

ｃ 調査目的(場所) 道路財源確保要請（国土交通省） 

ｄ 政務活動として支出された額 25,370 円 

 

(ｴ)  東京・国交省・農林省（請求番号 53） 

ａ 支出項目 要請陳情等活動費 

ｂ 日程 平成 28 年２月４日～５日 

ｃ 調査目的(場所) 

  国道８号予算について（国土交通省） 

土地改良予算について（農林水産省） 

ｄ 政務活動として支出された額 37,160 円 

 

(ｵ) 書籍代（請求番号 55） 

ａ 支出項目 資料購入費   

ｂ 政務活動として支出された額 4,320 円 

ｃ 書籍名 別表のとおり  

 

(ｶ) パソコン（請求番号 56） 

ａ 支出項目 事務費   

ｂ 政務活動として支出された額 

 189,800 円 

政務活動専用として、議会控室で使用するため購入されたものである。 

 

(ｷ) デジタルカメラ（請求番号 57） 

ａ 支出項目 事務費   

ｂ 政務活動として支出された額 

 11,739 円 

  政務活動以外の使用もあることから 2 分の１で按分し充当されている。 
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コ 小寺 裕雄議員 

(ｱ) 広報費（請求番号 58） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 752,220 円 

ｃ 内容 新聞広告料、広報印刷 

 

(ｲ) 要望活動（請求番号 60） 

ａ 支出項目 要請陳情等活動費 

ｂ 日程 平成 28 年 2 月 4 日～5 日 

ｃ 調査目的(場所) 

  国道８号予算について（国土交通省） 

土地改良予算について（農林水産省） 

ｄ 政務活動として支出された額 37,160 円 

 

(ｳ)  書籍代（請求番号 61） 

ａ 支出項目 資料購入費   

ｂ 政務活動として支出された額 35,981 円 

ｃ 書籍名 別表のとおり 

 

サ 野田 藤雄議員 

(ｱ)  仙台旅費（請求番号 63） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年 8 月 6 日 

ｃ 調査目的(場所) 

  震災対策技術展（仙台市 AER ビル） 

ｄ 政務活動として支出された額 42,240 円 

 

(ｲ)  黒部川第四発電所視察（請求番号 64） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年 9 月 3 日～4 日 

ｃ 調査目的(場所) 関西電力(株)滋賀支社随行により発電所および工事用施設

を視察、低炭素社会を踏まえた CO2 排出のない発電方式の調査・研究、再生可

能エネルギーとしての水力発電の調査・研究、景観に配慮した地下発電所の調

査・研究（黒部川第四発電所視察） 

ｄ 政務活動として支出された額 23,890 円 
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(ｳ) 「ちゃばら」オープニングイベント（請求番号 65） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年 9 月 13 日 

ｃ 調査目的(場所) 「ちゃばら」オープニングイベント（秋葉原「ちゃばら」） 

ｄ 政務活動として支出された額 24,200 円 

 

(ｴ) 県政報告（請求番号 66） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 401,355 円 

ｃ 内容 

 県政報告 No.18～No.19 

  経費については、会派と 2 分の１按分して支出されている。(NO.19) 

 

(ｵ) 支払証明書（請求番号 67） 

ａ 支出項目 調査研究費   

ｂ 政務活動として支出された額 24,140 円（請求内容の該当分） 

ｃ  内容 平成 27 年５月～平成 28 年１月分の県内および県外の交通費として作

成された支払証明書である。 

 

シ 佐野 高典議員 

(ｱ)  アメリカ・ミシガン州視察（請求番号 68） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年 7 月 25 日～29 日 

ｃ 調査目的(場所) 

  日本人留学生と意見交換（ウェスタンミシガン大学） 

滋賀展視察（マイヤーガーデン） 

姉妹提携５０周年に向けて州議員との意見交換（ミシガン州議会） 

ミシガン州環境ＮＧＯと意見交換（ミシガン州議会） 

ミシガン州立大学の日本担当者と意見交換（ミシガン州立大学） 

漁業関係職員と意見交換（ミシガン州自然資源部漁業局） 

日系企業と意見交換（日系企業 AWTEC） 

在デトロイト日本国領事館で意見交換 

ｄ 政務活動として支出された額 275,932 円 

 

(ｲ) 東京（請求番号 69） 

ａ 支出項目 調査研究費 
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ｂ 日程 平成 28 年 3 月 8 日 

ｃ 調査目的(場所) 経済活性化、日本の在り方について調査 （国会議員（公共

事業調査）および日本会議）（国会議員事務所） 

ｄ 政務活動として支出された額 28,240 円 

 

(ｳ) 県議会報告（請求番号 70） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 173,344 円 

ｃ 内容 県議会報告 vol.60 

 

(ｴ) 県議会報告（請求番号 71） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 373,377 円 

ｃ 内容 県議会報告 vol.61 

 

(ｵ) 県議会報告（請求番号 72） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 172,879 円 

ｃ 内容 県議会報告 vol.63 

 

(ｶ) 県議会報告（請求番号 73） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 377,762 円 

ｃ 内容 県議会報告 vol.64 

 

(ｷ)  国交省要望（請求番号 74） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年 8 月 7 日 

ｃ 調査目的(場所) 上野賢一郎国土政務官：国道・県道要望（東京） 

ｄ 政務活動として支出された額 28,640 円 

 

ス 佐藤 健司議員 

(ｱ) ガソリン代（請求番号 75） 

ａ 支出項目 調査研究費   

ｂ 政務活動として支出された額 48,201 円 

ｃ 内容 
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 政務調査に係るガソリン代（平成 27 年 5 月～平成 28 年 3 月分） 

  政務活動以外の使用もあることから 2 分の１で按分し充当されている。 

 

(ｲ) 広報費（請求番号 76） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 1,190,459 円 

ｃ 内容 

 県政報告 vol.13～vol.15、vol.14 ビラ印刷 

  他に vol.13・14 データ料、vol.12 ビラ印刷 

 

セ 川島 隆二議員 

(ｱ) 近江の人参加費用（請求番号 77） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年 11 月９日～10 日 

ｃ 調査目的（調査場所）  

淡海の人大交流会参加（品川プリンスホテル） 

憲法改正講演会（武道館） 

ｄ 政務活動として支出された額 36,270 円 

 

(ｲ) ミシガン州視察（請求番号 78） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 政務活動として支出された額 6,283 円 

ｃ 内容 

 駒井千代議員、佐野高典議員、川島隆二議員、村島茂男議員の４人で 

ミシガン州視察を行った際の手土産代      

代表して駒井千代議員が支払いをされたものを参加議員４人で按分したも  

の。 

 

(ｳ) ミシガン（請求番号 79） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年７月 25 日～29 日 

ｃ 調査目的（調査場所）  

日本人留学生と意見交換（ウェスタンミシガン大学） 

滋賀展視察（マイヤーガーデン） 

姉妹提携５０周年に向けて州議員との意見交換（ミシガン州議会） 

ミシガン州環境ＮＧＯと意見交換（ミシガン州議会） 
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ミシガン州立大学の日本担当者と意見交換（ミシガン州立大学） 

漁業関係職員と意見交換（ミシガン州自然資源部漁業局） 

日系企業と意見交換（日系企業 AWTEC） 

在デトロイト日本国領事館で意見交換 

ｄ 政務活動として支出された額 266,188 円 

 

(ｴ) 県政報告（請求番号 80） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 649,666 円 

ｃ 内容 

 県政レポート 34 号、印刷代、折込み代、郵送代、封筒代 

  経費は、会派と 2 分の１で按分し、支出されている。 

 

(ｵ) 官公庁陳情（請求番号 81） 

ａ 支出項目 要請陳等情活動費 

ｂ 日程 平成 27 年 11 月 18 日～19 日 

ｃ 陳情目的（陳情場所）  

地域創生のシンポジウム参加（日本経済団体連合会） 

道路財源要望（自由民主党本部） 

ｄ 政務活動として支出された額 38,961 円 

 

ソ 村島 茂男議員 

    (ｱ) ミシガン州視察（請求番号 82） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年７月 25 日～29 日 

ｃ 調査目的（調査場所）  

日本人留学生と意見交換（ウェスタンミシガン大学） 

滋賀展視察（マイヤーガーデン） 

姉妹提携５０周年に向けて州議員との意見交換（ミシガン州議会） 

ミシガン州環境ＮＧＯと意見交換（ミシガン州議会） 

ミシガン州立大学の日本担当者と意見交換（ミシガン州立大学） 

漁業関係職員と意見交換（ミシガン州自然資源部漁業局） 

日系企業と意見交換（日系企業 AWTEC） 

在デトロイト日本国領事館で意見交換 

ｄ 政務活動として支出された額 69,218 円 
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    (ｲ) ミシガン調査航空券代（請求番号 83） 

     ａ 支出項目 調査研究費 

     ｂ 政務活動として支出された額 197,590 円 

     ｃ 内容 (ｱ)のミシガン州視察に係る 1 名分の航空運賃代（他の議員と同等額） 

 

    (ｳ) 黒部川調査研究（請求番号 84） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年９月３日～４日 

ｃ 調査目的（調査場所） 関西電力(株)滋賀支社随行により発電所および工事

用施設を視察、低炭素社会を踏まえた CO2 排出のない発電方式の調査・研究、

再生可能エネルギーとしての水力発電の調査・研究、景観に配慮した地下発電

所の調査・研究（黒部川第四発電所） 

ｄ 政務活動として支出された額 24,110 円 

 

    (ｴ) ＣＲＴ建築物先進地調査（請求番号 85） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年３月 28 日～29 日 

ｃ 調査目的（調査場所）ＣＬＴ建築物先進地調査（高知県庁、高知県農業担い

手育成センター、田井高齢者福祉事務所） 

ｄ 政務活動として支出された額 52,560 円 

 

(ｵ) 県政レポート（請求番号 86） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 492,000 円 

ｃ 内容 県政レポート（2 回） 

 

(ｶ) デジタルカメラ（請求番号 87） 

ａ 支出項目 事務費 

ｂ 政務活動として支出された額 54,252 円 

ｃ 内容 政務活動以外の活動と区分が困難なため、購入額の２分の１で按分し

充当されている。 

 

(ｷ) 書籍代（請求番号 88） 

ａ 支出項目 資料購入費 

ｂ 政務活動として支出された額 184,400 円 

ｃ 書籍名 別表のとおり   
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タ 家森 茂樹議員 

(ｱ) ガソリン代（請求番号 90） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 政務活動として支出された額 219,300 円 

ｃ 内容 

 政務活動調査にかかる交通費、走行距離×@20 円とした金額。 

政務活動費以外の活動と区分が困難なため、２分の１で按分して充当され   

ている。 

 

    (ｲ) 高知県視察（請求番号 91） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年３月 28 日～29 日 

ｃ 調査目的（調査場所）ＣＬＴ建築物先進地調査（高知県庁、高知県農業担い

手育成センター、田井高齢者福祉事務所） 

ｄ 政務活動として支出された額 52,560 円 

 

    (ｳ) 調査研究交通費（請求番号 92） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年６月３日、４日、８日、７月 11 日、21 日、８月 30 日、11

月４日、６日、12 月６日、17 日、20 日、平成 28 年２月１日 

ｃ 調査目的（調査場所） 

 意見交換（参議院会館）、視察（都内アンテナショップ）、消防法関係研修（東

京事務所、スクワール麹町）、福井県議会議員と意見交換（福井市内）、滋賀県

生活衛生組合と意見交換（大津市内（雄琴））、新名神高速道路整備促進同盟会

に出席、刈谷ハイウェイオアシス視察（四日市）、意見交換（参議院会館・衆議

院会館）、消防法関係研修（明治記念館）、海島遊民クラブ視察、同社代表と意

見交換（鳥羽市）、茶業振興調査（掛川市役所）、神奈川県議一行と忍者振興調

査（津市）、信楽高原鉄道車両の後利用の視察、和歌山県議と意見交換（和歌山

県御坊市・紀州鉄道） 

ｄ 政務活動として支出された額 76,040 円（調査研究に係る高速料金） 

 

    (ｴ) 郵便料（請求番号 93） 

     ａ 支出項目 会議費 

ｂ 政務活動として支出された額 433,761 円 

ｃ 内容 
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 県政報告会の案内ハガキ代および郵送料 

  上記金額のうち、記念切手分 7,380 円、郵便局持込み分 426,381 円 

 

チ 目片 信悟議員 

    (ｱ) 県議会報告（請求番号 94） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 626,321 円 

ｃ 内容 県議会報告 vol.9～vol.11 

 

    (ｲ) カメラ（請求番号 95） 

ａ 支出項目 事務費 

ｂ 政務活動として支出された額 42,400 円 

ｃ 内容 

 政務活動用のカメラの購入費用 

個人用のカメラは別途所有しており、行政視察の記録のみに使用するが、謙

抑的に 10 分の 8 に按分した額を政務調査費に充当されている。 

 

ツ 有村 國俊議員 

(ｱ) 厚労省協議（請求番号 96） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年８月 23 日～24 日 

ｃ 調査目的（調査場所） 高齢者支援について厚生労働省協議（厚生労働省） 

ｄ 政務活動として支出された額 40,952 円 

 

    (ｲ) 広報費（請求番号 97） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 541,755 円 

ｃ 内容 県政レポート（3 回） 

 

(ｳ) ガソリン代（請求番号 98） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 政務活動として支出された額 134,755 円 

ｃ 内容 

 ガソリン代（平成 27 年 5 月～平成 28 年 3 月分） 

プリペイドカードで支払いを行った納品書が添付されており、政務活動費以

外の活動と区分が困難なため、２分の１で按分して充当されている。 
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テ 山本 進一議員 

(ｱ) 黒部川調査研究（請求番号 100） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 27 年９月３日～４日 

ｃ 調査目的（調査場所） 関西電力(株)滋賀支社随行により発電所および工事

用施設を視察、低炭素社会を踏まえた CO2 排出のない発電方式の調査・研究、 

再生可能エネルギーとしての水力発電の調査・研究、景観に配慮した地下発電

所の調査・研究（黒部川第四発電所（トロリーバス、アーチ式ダム、くろよん

記念室、インクライン、発電所、上部専用鉄道、堅坑エレベーター）） 

ｄ 政務活動として支出された額 26,940 円 

 

    (ｲ) 広報紙（請求番号 101） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 609,171 円 

ｃ 内容 広報紙(3 回)、広報紙制作代 

 

ト 細江 正人議員 

(ｱ) インバウンド・モニターツアー参加（請求番号 103） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年３月 19 日 

ｃ 調査目的（調査場所） インバウンド可能性調査（彦根市内） 

ｄ 政務活動として支出された額 20,000 円 

 

ナ 高木 健三議員 

    (ｱ) 県政報告（請求番号 104） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 394,470 円 

ｃ 内容 県政報告印刷折込代 

 

    (ｲ) 地域情報掲載料（請求番号 105） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 162,000 円 

ｃ 内容 

 地方紙購読の年間額を一括払いしたうち、２分の 1 に按分した額を、後期分

の政務活動費に充当し、残りの分を(ｳ)のとおり前期分として政務活動費に充当
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したもの。 

  支出項目は、広聴活動に注目して、広聴広報費で計上されている。 

 

    (ｳ) 広報費（請求番号 106） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 162,540 円 

ｃ 内容 (ｲ)ｃのとおり。 

 

二 生田 邦夫議員 

    (ｱ) 議会ニュース（請求番号 107） 

ａ 支出項目 広聴広報費 

ｂ 政務活動として支出された額 111,645 円 

ｃ 内容 

 議会ニュース新聞折込代 

  経費は、会派と 2 分の１で按分し、支出されている。 

 

    (ｲ) 人件費（請求番号 108） 

ａ 支出項目 人件費 

ｂ 政務活動として支出された額 924,000 円 

ｃ 内容 雇用職員の従事内容が日報で管理されており、政務活動に対する従事

時間をもって按分率を 10 分の７として充当されている。 

 

ヌ チームしが 県議団 

(ｱ) 宮城、岩手、秋田（請求番号 109） 

ａ 支出項目 調査研究費 

ｂ 日程 平成 28 年１月 26 日～28 日 

ｃ 調査目的（調査場所） 

みやぎ観光復興支援センターの取組について（宮城県庁） 

みやぎ子ども・子育て県民条例について（宮城県庁） 

IGR いわて銀河鉄道について（岩手県庁） 

地域住民参画による農業水利施設管理の推進について（岩手県庁） 

学校改善支援プランについて（秋田県庁） 

不登校対策について（秋田県庁） 

国際教養大学の取組について（公立大学法人国際教養大学） 

ｄ 政務活動として支出された額 1,963,119 円 
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    (ｲ) 費用弁償（請求番号 110） 

     ａ 支出項目 調査研究費 

     ｂ 政務活動として支出された額 1,298,300 円 

     ｃ 内容 会議、政調会、視察等の会派活動に係る交通費（H27.5～H28.2 月分） 

 

    (ｳ) 会派ニュース（請求番号 111） 

     ａ 支出項目 広聴広報費 

     ｂ 政務活動として支出された額 5,045,941 円 

     ｃ 内容 会派ニュース３～６号、サーバーレンタル料 

 

    (ｴ) 湯茶代（請求番号 112） 

     ａ 支出項目 会議費 

     ｂ 政務活動として支出された額 282,095 円 

     ｃ 内容 会議、県政報告会、住民相談等の接遇に係る湯茶代 

 

    (ｵ) 郵送費、切手代（請求番号 114） 

     ａ 支出項目 事務費 

ｂ 政務活動として支出された額 15,242 円 

ｃ 内容 

 郵送代  

  上記金額のうち、切手分 14,162 円（うち記念切手分 10,578 円）、郵便局持込

み分 1,080 円 

 

ネ 日本共産党滋賀県議会議員団 

    (ｱ) 議員団広報（請求番号 116） 

     ａ 支出項目 広聴広報費 

     ｂ 政務活動として支出された額 1,332,180 円 

     ｃ 内容 議員団広報第１号印刷代、折込代 

 

    (ｲ) 議員団広報第２号（請求番号 117） 

     ａ 支出項目 広聴広報費 

     ｂ 政務活動として支出された額 543,882 円 

     ｃ 内容 議員団広報第２号新聞折込代 

 

    (ｳ) 議員団広報（請求番号 118） 

     ａ 支出項目 広聴広報費 
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     ｂ 政務活動として支出された額 662,882 円 

     ｃ 内容 議員団広報第２号印刷代 

 

    (ｴ) 議員団広報（請求番号 119） 

     ａ 支出項目 広聴広報費 

     ｂ 政務活動として支出された額 546,253 円 

     ｃ 内容 議員団広報第３号新聞折込代 

 

    (ｵ) 議員団広報（請求番号 120） 

     ａ 支出項目 広聴広報費 

     ｂ 政務活動として支出された額 663,898 円 

     ｃ 内容 議員団広報第３号印刷代 

 

ノ 公明党滋賀県議団 

    (ｱ) 広報費（請求番号 121） 

     ａ 支出項目 広聴広報費 

     ｂ 政務活動として支出された額 978,253 円 

     ｃ 内容 

 ＫＯＭＥＩホットニュース NO.96～NO.99 

       経費は、会派の議員と按分して支出されている。 

       ４分の１按分（NO.96～NO.98）、２分の１按分（NO.99） 

  

ハ 良知会 

    (ｱ) 印刷費（請求番号 123） 

     ａ 支出項目 広聴広報費 

     ｂ 政務活動として支出された額 475,740 円 

     ｃ 内容 会派活動報告、新聞折込代  

 

第３ 判断 

１ 判断に当たっての基本的な考え方 

議会事務局の説明によると、「政務活動費は、議員の調査活動基盤の充実強化を図るた

めに制度化されたものであり、議員の広範な裁量のもとで、社会通念上認められる使い

道であれば、その内容や目的を示す必要がないということが、政務活動費創設の根底に

ある。」とのことである。 

大津地方裁判所平成 21 年 5 月 19 日判決においても「地方議会は、条例の制定、予算

の議決等の地方行政全般について、広範な権能があり、これを適正に行使するための会
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派および議員の調査研究活動も多岐にわたるものであることから、調査の県政との関連

性、その目的や必要性、方法や様態等については、基本的には会派および議員の広範な

裁量に委ねられるべきである。」と判示されている。 

また、最高裁判所平成 21 年 12 月 17 日判決では、「政務調査費の支出に使途制限違反

があることが収支報告書等の記載から明らかにうかがわれるような場合を除き、監査委

員を含め区の執行機関が実際に行われた政務活動の具体的な目的や内容に立ち入ってそ

の使途制限適合性を審査することは予定されていない。」と判示しているところである。 

請求人が本件請求に係る支出が違法である根拠として挙げている、青森地方裁判所平

成 18 年 10 月 20 日判決（以下「青森地裁判決」という。）において引用されている仙台

高等裁判所平成 16 年 7 月 29 日判決においても「収支報告書の記載から見てその使途に

ついて疑問を抱くべき事由がないのにあるいはおよそ使途について疑問を抱くべき事情

がないのにむやみに政務調査費の使途についてその調査を行うことは、調査権の濫用で

あって、議員活動の自主性を尊重するという観点からも許されるべきではない」とも判

示されている。 

これらの判例から、政務活動費の支出について、外形的、一般的に明らかに違反がう

かがわれるもしくは社会通念上明らかに不適当であるなどの、政務活動以外の活動に支

出されたことを推認させる事情がない限りは、当該支出の適否について判断を行うこと

は許されないと解される。 

従って、監査において、請求人が指摘する各支出について、一般的、外形的に疑うべ

き事情がないと判断される場合には、それ以上に使途基準外支出であることをうかがわ

せる事情がない限り、使途基準に合致した支出であると認められるというべきである。 

 

次に、「政務活動費のしおり」の取扱いについてであるが、議会事務局の説明によると、

「条例第 14 条に基づいた事務処理マニュアルとして、また議員自身が守るべき基準とし

て、使途基準、使い道をより明確化し政務活動費の適正な執行を図るためのものであっ

て、会派および議員の合意形成を経て確立されてきたものであり、その内容は、議会の

自主裁量のみに基づくという都合の良いルールではなく、政務活動費の趣旨を十分に踏

まえ、全国都道府県議会議長会において検討された基本的な事項や全国的な傾向を参考

にしたうえで、政務活動費の充当に適しない経費や、諸手続などを規定しているもの」

とのことである。すなわち、「政務活動費のしおり」は、法規範性を有するとまではいえ

ないものの、条例および規程と一体として、政務活動費の交付を受ける議員に対し、使

途基準についての具体的かつ詳細な基準を定めたものと考えるのが妥当である。 

金沢地方裁判所平成 28 年３月 24 日判決（以下「金沢地裁判決」という。）においても、

県議会が定めた運用基準について、「政務調査費の支出が本件使途基準に適合するか否か

を判断するに当たっても、当該支出に係る本件運用基準の内容が不合理といえない限り、

当該支出がこれに沿うものであるかという点をしんしゃくすべきである。」と判示してい
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る。 

これらのことから、「政務活動費のしおり」は、本件使途基準の趣旨や具体的内容を推

知させるものとして、具体的支出の本件使途基準への適合性判断に当たって参考にされ

るべきものであると解されるから、「政務活動費のしおり」において不適切とされている

支出については、一般的、外形的に使途基準に合致しない支出であると疑うべき事情が

あるものとして取り扱うことが妥当である。 

 

さらに、仙台地方裁判所平成 26 年 11 月 27 日判決で、調査研究の必要性について、「い

かなる手段方法によりいかなる調査研究活動を行うかは、議員の広範な裁量的判断に委

ねられている側面があることは否定できないが、その裁量にはおのずから一定の限界が

あるというべきであり、当該支出に係る個別の事実から調査研究活動と市政との関連性

を慎重に検討した結果、同支出に係る議員の判断に合理性があるということができない

場合には，同支出につき調査研究のための必要性を認めることができず、本件使途基準

に合致しないものとして違法になるものと解するのが相当である。」と判示されていると

おり、議員の裁量についても、無制限に認められるものではないと解される。従って、

一般的、外形的または社会通念上、政務活動費以外の活動に支出されたことが疑われる

事情が認められる場合には、当該支出が使途基準に合致するということについて相当の

根拠、資料により覆されない限り、当該支出は使途基準に反するものであるということ

が事実上推認されるというべきであり、支出を行った会派または議員の判断が不合理で

あるといえる場合には、会派もしくは議員の判断にかかわらず、当該支出は使途基準に

合致しない違法もしくは不当な支出であると判断することが相当である。 

 

以上を前提に、以下本件における各支出について判断する。 

 

２ 県内外の視察出張費において視察内容等を示す書類が添付されていないことについて 

 請求人は、県内外の視察出張費について、交通費、宿泊費などの業者の領収書は添え

られているが、出張先（視察先）で、どこを訪れ（日程）、何を視察したのか（視察先の

行事、視察、研修内容）、何を成果として得、県議会活動、ひいては県政にどのように役

立てたのかの証拠書類が添付されていない場合が圧倒的に多いことから、これらは調査

研究活動との関連が不明で使途基準に合致しないと主張している。 

 このことについて判断する。 

 

「政務活動費のしおり」では、視察内容等を示す書類の添付を義務付けておらず、徳

島地方裁判所平成 23 年 12 月 9 日判決（以下「徳島地裁判決」という。）においても、「本

件条例等において、研究会等の具体的な内容や資料を明らかにすることまでは要求され

ておらず、政務調査費の趣旨は、多種多様な議員の調査研究活動を活発にして議会の審
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査能力を強化することを目的に議員の調査研究活動の基盤の充実を図るため、調査研究

の費用を助成することにあること等を考慮すれば、セミナー、研究会等にかかる参加費、

交通費、宿泊費、講師料等について、セミナー等の内容や資料が明らかにされていない

ことをもって、調査研究との関連がないとはいえない。」と判示されている。 

また、青森地裁判決においても、復命書が添付されていないことや具体的な視察内容

が明示されていないことをもって当該支出が違法であるとの判示もなく、請求人の主張

は採用することができない。 

 

 次に、徳島地裁判決では、「調査目的、調査対象がいずれも漠然としており、調査内容

についても明らかでないものについては、当該支出について調査研究との関連性を疑わ

せる事情があるというべきである。」と判示されており、「政務活動費のしおり」におい

ても、収支報告書における「主な支出内容」の記載例では日程、調査場所、調査目的を

記入した方が望ましいとしている。これらのことを考慮すると、少なくとも、県民から

私的な旅行ではないかと疑念が抱かれる可能性が高いと思われる、県外、海外視察等に

係る支出について、日程、調査場所および調査目的が不明な場合は、一般的、外形的に

政務活動に使われたことが推認できないというべきである。 

そこで、県外、海外視察等に係る支出に該当する、請求番号１、２、３、８、10、11、

12、14、15、16、17、18、20、21、22、23、24、25、37、41、45、47、48、49、52、53、

60、63、64、65、67、68、69、74、77、78、79、81、82、83、84、85、91、92、96、100、

103、109 の各支出について確認したところ、第２の２(2)の事実のとおり、日程、調査

場所および調査目的が不明なものはない。また、これらの支出が、政務活動以外の経費

に使われたとする特段の事情も認めらない。従って、これらの支出が政務活動費に該当

しないとする請求人の主張は認められない。 

 

なお、請求番号９の支出について、請求人は、県外の駅で発行された領収書であるこ

とをもって、政務活動費に該当しないと主張している。確かに、収支報告書には、日程、

調査場所が示されておらず、監査においてもこれらのことは確認することができなかっ

たものの、本件支出は鉄道会社のプリペイド式カードへのチャージ（入金）であり、「政

務活動費のしおり」においても交通機関のプリペイドカードに対する支出は認めている

こと、政務活動以外の支出もあり当該費用を特定することが困難なことから２分の１に

按分して計上されていること、本県の議会議員という立場で県内における調査の支出に

使用するという説明および政務活動費に充当された金額が不当に高いと言える事情もな

いことを考慮すると合理性を欠くとまでは言い難く、明らかに政務活動以外に使われた

ということを推認させる事情もないことから、政務活動費に該当しないとする請求人の

主張は認められない。 
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 また、請求番号７および 110 において、費用弁償は内容が不明であり、内訳がついて

いない旨の主張をしているが、費用弁償とは、主に会派の会議、総会、政調会等の出席

にかかる交通費であり、詳細については議会事務局において、記録簿により、議会開会

日等において県から支給される旅費や、議員個人が政務活動費に充当している視察旅費

等と重複して支給または充当されていないか確認されており、政務活動以外に使われた

ということを推認させる事情もないことから、政務活動費に該当しないとする請求人の

主張は認められない。 

 

 なお、請求人は、いくつかの支出において、成果、県政の貢献が証明されない限り違

法であると主張しているが、個々の調査研究活動の具体的な内容やその成果等の報告を

求めていないことについて、徳島地裁判決では「政務調査は中・長期的視野に立って行

われる場合も少なくないもので、個々の調査結果が直ちに具体的な政策立案に反映され

ることが当然に要求される性質のものではなく、それらが明らかでないことをもって使

途が不明であると評価することはできない。」と判示しているところである。 

 したがって、成果、県政の貢献が証明されていないことをもって違法であるとの請求

人の主張は採用できない。 

 

３ 印刷見本が添付されていないことについて 

   請求人は、広聴広報費について、その発行に関する印刷業者の領収書は添付されてい

るが、その作成された印刷物の見本（コピー等）が添付されておらず、どのような広報

紙が発行されたか不明であること、およびその配布方法についても、何日に、どのよう

な方法で、いかなる地域に配布し、そのための費用がどれだけ要したかとの明確な報告

が無いことをもって政務活動との関連が不明であり、使途基準に合致しない旨主張して

いる。 

このことについて判断する。 

    

「政務活動費のしおり」では、印刷見本を添付することが求められておらず、また配

布方法、配布地域などの詳細について明らかにすることも求められていない。 

青森地裁判決においても、印刷見本の添付がないことをもって当該支出が違法とした

判示事項は見当たらないことから請求人の主張を採用することはできない。 

請求番号４、６、26、34、36、38、42、46、50、58、66、70、71、72、73、76、80、

86、94、97、101、104、107、111、116、117、118、119、120、121、123 の各支出につ

いて、領収書の写しにより、支払日、支払先、政務活動費への充当額を確認したが、政

務活動以外に使われたということを推認させる事情は見受けられなかった。 

 

   なお、請求人は、請求番号４において、コピー機カウント代(H27.5～H28.3)とコピー
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機プリンター代(H27.5～H28.3)が二重であると主張しているが、二重であるとする根拠

は示されておらず失当である。 

また、請求番号 105 と 106 に添付されている領収書が同一と思われること、106 の支

出については按分して政務活動費に充当されているが、按分先が不明であると事実を指

摘しているが、政務活動費の交付については、前期分について中間審査を実施すること

とされており、当該支出については前期分として２分の１の額を充当し、後期分として

さらに２分の１の額を充当したことから、同一の領収書写しが２枚添付されているとい

う事情であって、請求人が違法と主張している事実はないことが確認できた。 

 

４ 記念切手等個人の趣味と区別がつかない支出について 

請求人は、広報の郵送費と称して、多額の郵送費、切手を購入した領収書は添付され

ているが、その中には「記念切手」の購入も多く、公的資金を使って、「記念切手収集」

という個人的趣味を満足させたのではないかとの疑念を抱かせる場合が多く、個人の趣

味に基づくものは、政務活動との関連が不明であり使途基準に合致しない旨主張してい

る。 

このことについて判断する。 

 

(1) 切手に関する支出 

    青森地裁判決では、その金額や使途等からみて資料の提出やこれを補足する説明を

行うまでもなく政務活動費（政務調査費）であろうと社会通念上推認されるような支

出（例えば、政務活動に資する費用とされ得る社会通念上相当な範囲内の金額の電話

料金、文房具代金、郵便代金等）については、政務活動費（政務調査費）に充当する

ことを認めている。 

 

    請求番号 33、51、93、114 については、郵便代金であり、その金額や使途からみて

明らかに政務活動以外に使われたということを推認させる事情もないことから政務

活動費に該当しないとする請求人の主張は認められない。 

    なお、記念切手であることをもって、個人の趣味を満足させるものとするのは、請

求人の単なる主観であって、記念切手の購入と個人的な趣味との関連性について合理

的に説明もなされていないことから請求人の主張は失当である。 

 

(2) 書籍購入に関する支出 

    請求人は、請求番号 32、43、55、61、88 において、各書籍の購入についても個人の

趣味に基づくものとして違法であると主張している。 

 

    １で述べたとおり、議員の調査研究活動は多岐にわたり、個々の経費の支出がこれ
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に必要かどうかについては議員の合理的判断に委ねられているところである。 

    また、福岡地方裁判所平成 25 年 11 月 18 日判決においても「政務調査費制度の趣旨

に照らすと、会派及び議員に要求される役割は多岐にわたるので、そのための調査研

究の対象も必然的に広範囲に及ぶものといえる。したがって、一般的に、書籍が広範

囲にわたる知識を得るために有益な媒体であることに鑑みれば、およそ政務調査活動

には役立たないことが明らかな書籍を除いて、書籍の購入費用は、政務調査費から支

出することが許されるというべきである。」と判示されており、およそ政務調査活動

には役立たないことが明らかでない限り書籍の購入に関しては広範に認められてい

る。 

 

一方、「政務活動費のしおり」では、「政務活動に関係が薄いもの（小説等）や政治

（政党）活動に関係が深い書籍は不適切」であるとしている。 
    「政務活動費のしおり」において「政務活動に関係が薄いもの（小説等）や政治（政

党）活動に関係が深い書籍は不適切」と記載されている趣旨について、議会事務局に

対して改めて照会を行ったところ、次の回答があった。 

ア 政務活動に関係が薄いもの（小説等） 

「政党活動や選挙活動、後援会活動、私的活動は政務活動費の充当に適しないこ

とから、特に私的活動に資するものに充当しないよう注意喚起するためであって、

小説等をすべて不可とする趣旨ではありません。例えば、「政務活動費のしおり」

15 ページに大衆娯楽雑誌を例示しているように、いわゆる娯楽小説を除外するもの

です。 
また、政務活動との関係の判断は議員に委ねられており、「政務活動費のしおり」

14 ページに書籍は代表的な書籍名を記載すればよいとされていることからも、小説

にあたるのかどうかを仕分ける趣旨ではありません。」 

イ 政治（政党）活動に関係が深い書籍 

「上記と同様に政党活動に資するものに充当しないよう注意喚起するためであ

って、政治・政党・政治家に係る内容が記載された書籍を不可とする趣旨ではあり

ません。例えば、政党を経済的に支援するために購入する機関誌や党員としての自

身のノルマ達成のための購読、または政党の広報紙やパンフレット、ビラの作成の

参考資料の購入等を除外するものです。 

また、政務活動との関係の判断は議員に委ねられており、「政務活動費のしおり」

14 ページに書籍は代表的な書籍名を記載すればよいとされていることからも、例え

ば政治家を題材にした書籍であるかどうかを仕分けることが趣旨ではありません。」 

 

ところで、議会事務局の説明では、「政務活動費のしおり」については、「条例第 14
条に基づいた事務処理マニュアルとして、また、議員自身が守るべき基準として、使
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途基準、使い道をより明確化し政務活動費の適正な執行を図るため」作成しており、

「会派および議員の合意形成を経て確立されてきたものであり、その内容は、議会の

自主裁量のみに基づいた都合の良いルールではなく、全国都道府県議会議長会におい

て検討された基本的な事項や、全国的な傾向を参考にしたうえで作成」していると述

べており、議会事務局が行う書籍に係る審査についても「書籍はその書籍番号をイン

ターネット検索で照合する」とのことであった。 
 

これらのことから、少なくとも「政務活動費のしおり」は、「議員自身が守るべき

基準」であって、会派および議員の合意形成を経て確立されたものであり、議員に対

し一定の規範性を有するものであることはうかがえるし、議員自らは書籍名を公表す

る必要はないとしても、議会事務局では書籍名について審査しており、単に注意喚起

に留まらないことはうかがえる。 

 

 山口地方裁判所平成 28 年６月 22 日判決（以下「山口地裁判決」という。）におい

ても、使途基準の取扱いの指針として定めた「費用別充当指針」および政務調査費の

使途基準の詳細や解釈等につき定めたマニュアルについて、「議員の調査研究活動が

その自発的な意思に基づいて行われるものであるとしても、そのための費用が、前記

地方自治法の趣旨のもとに、社会通念上妥当な範囲で支出、充当されるよう、更に具

体的かつ詳細な基準を定めたものであるといえる。したがって、議員が政務調査費の

一部又は全部について本件使途基準等に適合しない充当をした場合においては、当該

充当は本来許されない支出をしたものとして、違法となるべきである。」と判示して

いるところである。 

 

 また、前述の金沢地裁判決の趣旨からも、「政務活動費のしおり」の内容が、不合

理といえない限りは、当該支出がこれに沿うものであるかをしんしゃくするべきであ

る。 

 「政務活動に関係が薄いもの（小説等）」を政務活動費として「不適切」とする運

用基準（留意事項）について、これを不合理とする理由は見当たらない。小説等の範

囲については、全ての小説とする解釈が一般的と考えられるが、議会事務局の説明の

ように娯楽小説に限定すると狭く解釈したとしても、少なくとも娯楽小説は政務活動

費のしおりで不適切とされているということに議論の余地はないと思われる。 

 

 これらのことから、大衆娯楽雑誌や娯楽小説のように娯楽性の高い書籍については、

政務活動に関係が薄いものであると一般的、外形的に推認されるので、これらの購入

にかかる支出は、「政務活動費のしおり」に照らし、使途基準に該当しないというべ

きである。 
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 請求番号 32 のうち、「無私の日本人」、「炎環」および「時間の習俗」、請求番号 55

のうち「天才」ならびに請求番号 61 のうち、「世界史人三国志」、「三国志英雄たち」

および「一気読み三国志」については、小説またはこれに類する書籍に該当すると思

われることから、当該支出をおこなった吉田清一議員、加藤誠一議員および小寺裕雄

議員に対し、政務活動との具体的な関連について説明を求めるため、文書により関係

人調査を行った。 

 以下、書籍ごとに判断する。 

 

   ア 「炎環」および「時間の習俗」 

     前述のとおり、「政務活動費のしおり」によれば、少なくとも「政務活動に関係が

薄いもの（小説等）」（いわゆる「娯楽小説」）については、政務活動費の支出とし

て適さないものと言わざるを得ず、「いわゆる娯楽小説」が除外されることは議会

事務局も自ら認めているところである。「炎環」は直木賞の受賞作であるが、同賞

は、一般的には大衆小説作品に対して与えられる文学賞であると理解されており、

また、「時間の習俗」については一般的に推理小説に分類されるべき書籍であり、

一般的、外形的もしくは社会通念上、これらの作品がいわゆる大衆娯楽作品ではな

いとはいえないと解される。 

 

「炎環」および「時間の習俗」について、吉田清一議員は次のとおり説明してい

る。 

    (ｱ) 炎環 

「この書籍は歴史小説とされていますが、議員として歴史上の人物・偉人の生

き方や社会動向について見識を身につけるために選んだものです。 

また、鎌倉幕府の創成期、執権北条氏での北条政子と北条保子の女性の活躍ぶ

りは、男女の共同参画を考える上で参考になることや、西（京都）と東（鎌倉、

江戸）の文化的、社会的成り立ちの差異は現代にも通じています。 

なお、源氏衰退は兄弟間、主従間のつながりの弱さとの意見に共鳴しており、

家族を大切に、身内を大事にし、組織内においての人間関係は社会生活における

基本と考えています。また、地元住民や議員同士の情報交換会や、物事を考える

上でも基本となる哲学であると考えています。」 

    (ｲ) 時間の習俗 

      「ストーリーは殺人事件である。それを追って捜査する刑事の「思い込み」「独

善的判断」「固定的観念」等により捜査が暗礁するものです。 

      「手品」や「マジックショー」で我々はつい騙される場面が往々にしてありま

すが、上記の「思い込み」や「固定的観念」等によるものではないでしょうか。 
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この作品によって真の実態を見る「眼」を持たなければならないことを痛感し

ました。口（言葉）も大切であるが聴く「耳」と見る「眼」はそれ以上に大事な

ものであると考えます。地元住民や議員間でこのようなことを話したら、皆共鳴

していただいたし、今後も議員としてのこのような器量を持ち続けたいと思って

います。 

この作品は単に推理小説、娯楽小説の範疇ではなく、社会的、哲学的に裏打ち

された作品と考えた故、政務活動費に計上したものです。 

また、舞台に、門司市の和布刈（めかり）神社が設定されています。 

この神社は西暦 200 年頃の創健とされ、地元野洲市の由緒ある兵主大社・三上

神社ともども歴史のあるいわれのある神社であります。 

私は定期的に県政報告を開催していますが、いきなり県政の課題をいうわけに

いかず、県民に関心を持ってもらうためには、テレビの話題～近所の話題～地元

の歴史～政治の話題～県政の課題へと話を進めていくようにしています。 

こうしたときに、一般的な娯楽小説とは違う文学の観点でも重要であり、県民

に地方政治や県政報告に興味を持ってもらうための話の参考になるものと判断し、

この本を選択しました。 

なお、事務局に聞くと、平成 28 年 4 月 13 日の福井地方裁判所の判決において、

補助参加した福井県議会議員は『空腹が人を健康にする』『幸せの７つの法則』な

どの一見政務活動には見えない書籍についても、「県政報告会等の参考とするため、

県政報告などに興味を持ってもらうための話の参考とするために購入した」と陳

述されたところ、裁判長は「いずれも社会・経済問題に関する書籍や倫理・哲学

等の一般教養に関する書籍であることが認められ、多岐にわたる調査研究活動に

何らかの有益な情報を提供するものとして、調査研究活動と合理的関連性を有す

るものといえるから、これを調査研究活動に資するとして本件書籍購入費を支出

した議員の判断を直ちに不合理ということはできない。」と判示されているようで

す。 

同様の判断は、平成 28 年３月 11 日の東京地方裁判所における千代田区議の図

書、『３０代を後悔しない』『おじさん・おばさん論』等々の購入についても、「一

概に議員の調査研究活動と無関係であるとはいえず、議員の調査研究活動との間

に合理的関連性を欠くことが明らかとはいえない」とされているとのことです。」 

 

「政務活動費のしおり」では、政務活動費の支出の対象として、「政務活動に関係

が薄いもの（小説等）」（議会事務局の説明によると、いわゆる娯楽小説）を除外し

ているのであるから、これらのものの「政務活動との具体的な関係」について、相

当の根拠、資料により立証されない限り、当該支出は使途基準に反するものである

ということが事実上推認されるというべきである。 
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吉田清一議員の上記の説明は、結局のところ、議員の見識を高めるために役立つ

という一般的な説明にとどまるものであって、相当の根拠、資料により立証された

とまでは認め難く、当該支出が使途基準に反するものとの事実上の推認を覆すもの

ではない。 

なお、吉田清一議員は、東京地方裁判所平成 28 年３月 11 日判決（以下「東京地

裁判決」という。）および福井地方裁判所平成 28 年４月 13 日判決を例に挙げ、一見

政務活動には見えない書籍についても、調査研究活動との合理的関連性を欠くこと

が明らかではない旨の判決があることを指摘されているが、これらの判決は、政務

活動費にかかる関係議会の申し合せ事項やマニュアル等、本県の「政務活動費のし

おり」に相当する定めの具体的な運用基準の解釈・運用について争われたものでは

ないと解され、本件事案のように、「政務活動費のしおり」で「不適切」とされてい

る書籍購入についての使途基準の適合性を判断する上では、争点が異なることから

参考とすることは適切でない。 

 

「政務活動費のしおり」は、全国都道府県議会議長会において検討された基本的

な事項や、全国的な傾向を参考にしたうえで作成されたものとしても、本県議会に

おいて自発的に作成されたものと解されるし、山口地裁判決のとおり、「政務活動費

のしおり」で不適切とされる支出については、特段の事情が認められない限りは政

務活動費の使途基準に適さない支出をしたものとして判断されるべきである。 

 

 以上により、請求番号 32 のうち、「炎環」の購入費用 679 円および「時間の習俗」

の購入費用 637 円については、「政務活動費のしおり」における使途基準に合致しな

い支出であることが認められる。 

 

   イ 「世界史人三国志」、「三国志英雄たち」および「一気読み三国志」 

「世界史人三国志（正式な書籍名は「歴史人別冊世界史人 VOL.7」）」、「三国志英

雄たち（正式な書籍名は「別冊宝島 2400 号三国志 英雄たちの名場面」）」および「一

気読み三国志（正式な書籍名は「一気読み！三国志のすべて」）」については直接小

説には該当しないものの、これらの書籍の主題である「三国志演義」そのものは小

説であり、書籍の内容には、「三国志最強ランキング」（世界史人三国志）、「火花散

る名勝負 20 選」（三国志英雄たち）、「名場面セレクション」（一気読み三国志）など

娯楽性の高い記事が多く含まれていたことから、いずれも大衆娯楽的な要素が強い

書籍であるといえる。 

 

「世界史人三国志」、「三国志英雄たち」および「一気読み三国志」について、小

寺裕雄議員は次のとおり説明している。 
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      「幅広い教養を身につけることは議員にとって必要な素養と考えています。洋

の東西を問わず、また時代に関わらず、歴史を知ることは重要ではないでしょう

か。私は議員活動をするうえで中国の歴史に関する書籍を読むことは、今後の議

員活動に必ず参考になるものと考えています。」 

 

アで述べたとおり、「政務活動費のしおり」では、政務活動費の支出の対象として、

「政務活動に関係が薄いもの（小説等）」（議会事務局の説明によると、いわゆる娯

楽小説）を除外しているのであるから、これらのものの「政務活動との具体的な関

係」について、相当の根拠、資料により立証されない限り、当該支出は使途基準に

反するものであるということが事実上推認されるというべきである。 

小寺裕雄議員の上記の説明は、結局のところ、議員の見識を高めるために役立つ

という一般的な説明にとどまるものであって、相当の根拠、資料により立証された

とは認め難く、当該支出が使途基準に反するものとの事実上の推認を覆すものでは

ない。 

 

以上により、請求番号 61 のうち、「世界史人三国志」の購入費用 760 円、「三国志

英雄たち」の購入費用 1,058 円および「一気読み三国志」の購入費用 539 円につい

ては、「政務活動費のしおり」における使途基準に合致しない支出であることが認め

られる。 

 

ウ 「無私の日本人」および「天才」 

     「無私の日本人」について、吉田清一議員は、著者である磯田道史は歴史家であ

り、同書籍は史実に基づいているものである旨の説明をしている。また、「天才」に

ついて、加藤誠一議員は、実在の政治家についての「回顧録」である旨説明してい

る。 

これらのことから、両書籍とも、必ずしも一般的な小説、少なくとも娯楽小説に

該当するとまではいい難いことから、「政務活動費のしおり」における使途基準に合

致しない支出であるとは認められない。 

 

５ その他の主張 

請求人は、上記で述べた主張以外にも、各個別の支出について、各々の理由を挙げて

違法である旨主張している。 

これらについて、各個別の理由毎に判断する。 

 

  (1) 個人の支出と区別がつかない支出について 



58 
 

ア コーヒー代・湯茶代の支出について 

     請求人は、請求番号５、112 において、コーヒー代、湯茶代が政務活動に該当せ

ず違法と主張している。 

「政務活動費のしおり」では、会議費において湯茶、茶菓程度の提供は可として

おり、名古屋高等裁判所平成 21 年９月 17 日判決においても「会議においては、の

どを潤すための飲物が必要となる場合も多いから、社会通念上必要と認められる飲

物を提供するための費用は、会議費にあたるというべきである。」と判示しており、

これらの飲食代が政務活動費に該当しないとする請求人の主張は認められない。 

 

   イ 事務費等について 

     請求人は、請求番号 35、39、56、57、87、95、108 の支出について、個人用と区

別できない、どこで使用されたかわからない、後援会や政党活動に関わる部分でな

いなどの証明がないため政務活動費に該当しないと主張をしている。 

 

     「政務活動費のしおり」では、事務所費、事務費については、「後援会や政党活動

に係る部分は除き、実態に応じて按分して計上」することとされている。 

また、青森地裁判決においても、同一名目の相当額の支出について政務調査費の

本件使途基準に合致する部分（議員としての調査研究活動に資する部分）とそうで

ない部分が、「合理的に区分が困難な場合には、社会通念上相当な割合による按分を

して政務調査活動に資するために必要な費用を確定するのが相当である。」と判示し

ているところである。 

 

よって、政務活動に係る事務所が後援会事務所と兼ねている場合、政務活動に使

用する備品が個人でも使用されている場合など政務活動とそれ以外に使用されてい

ることがうかがわれる経費については、当該経費と按分して計上することが妥当で

あると考えられる。 

      

なお、当該支出の割合を合理的に説明できない場合の按分率については、青森地

裁判決で事務所費等について２分の１の額を相当と認めており、同様の事例で、２

分の１で按分することが相当とされている判例も多数あることから、２分の１の按

分率を相当とする。ただし、この按分率によることが不適当な事情がある場合は、

個別に判断することとする。 

 

     請求番号 35、39、57、87 については、それぞれ当該経費に支出した額の２分の１

が政務活動費に充当されており、それ以上に他の活動に使われたことを推認させる

事情も認められないため、政務活動費に該当しないとする請求人の主張は認められ
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ない。 

      

請求番号 108 については、人件費について 10 分の７の額が政務活動費として充当

されているが、事務所職員の人件費について、業務日誌から算出した政務活動に従

事した時間により按分されていることから、実態に応じて按分していると認められ、

それ以上に他の活動に使われたことを推認させる事情もないため、政務活動費に該

当しないとする請求人の主張は認められない。 

      

請求番号 56 の支出については、全額が政務活動費として充当されているが、滋賀

県議会の議員控室で使用されているパソコンであって、その他の活動には個人用の

パソコンを別に所有していることを勘案すると、当該パソコンが、政務活動以外に

も使用されていることを推認させる事情もないため、政務活動費に該当しないとす

る請求人の主張は認められない。 

      

請求番号 95 の支出については、個人用は別に所有していることから、当該カメラ

については、政務活動でしか使用しないが、政務活動以外の活動についても使用す

る可能性も否めないことから謙抑的に 10 分の８の額を充当しているものであり、そ

の説明が不合理であるとまで言えず、金額的にも高額なものではなく、政務活動以

外にも使用されていることを推認させる事情もないため、政務活動費に該当しない

とする請求人の主張は認められない。 

 

(2) 県政との関わりが疑われるものについて 

請求人は、請求番号 13、27、28、30、31 の支出について、県政との関わりが疑わ

れると主張している。 

 

１で述べたとおり、議員の調査研究活動は多岐にわたり、個々の経費の支出がこ

れに必要かどうかについては議員の合理的判断に委ねられているところであり、請

求人が、県政との関わりを疑う根拠も示していないことから、請求番号 13、27、28、

30、31 については、明らかに政務活動以外にも使用されていることを推認させる事

情もないため、政務活動費に該当しないとする請求人の主張は認められない。 

 

(3) 名前の無い領収書について 

    請求人は、請求番号 40、75、98 について、納品書に、宛名が記載されていないこと、

請求番号 63、64、65、67、90 において、真の領収書の代わりに支払証明書が添付さ

れていることをもって違法と主張している。 
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「政務活動費のしおり」では、支払者が明確でないレシートおよび切符を自動販売

機で購入した場合、自家用車を利用した際の交通費等領収書が取得できない場合に議

員または会派代表者が証明した「支払証明書」についても、収支報告書の証拠書類と

して認められている。 

 

    また、東京地裁判決でも「「領収書の宛名が会派や議員名と違うもの」は政務調査研

究費として支出できない旨の定めがあるが、これと異なり、領収書に宛名が記載され

ていないものや、 宛名が議員等自身により記入されたことが疑われるものについて

は、世上、領収書が金額及びただし書のみを記されて交付される場合も少なくはない

と考えられることからすると、これらの事情をもって上記の定めの場合と同視するこ

とはできないというべきであり、このことから直ちに使途範囲外支出であることが事

実上推認されることにはならないというべきである。」と判示されているところであ

る。 

 

    したがって、これらの支出については、納品書に宛名がないことまたは支払証明書

を証拠書類としていることをもって、政務活動以外に使用されていることを推認させ

る事情とはならないため、政務活動費に該当しないとする請求人の主張は認められな

い。 

 

６ まとめ 

前述のとおり、請求番号 32 のうち 1,316 円および請求番号 61 のうち 2,357 円につい

ては、政務活動費の使途基準に合致しない支出であると認められ、当該支出に充当され

た政務活動費相当額は、条例第 11 条第 1 項の規定に基づき当該議員に県への返還義務が

生じていることから、返還を求めるなど必要な措置を講ずるよう滋賀県知事に勧告し、

その余の請求にかかる支出については、請求人の主張に理由がないものと認められるの

で、請求人の請求を棄却する。 

 

第４ 勧告 

  議会事務局に対する監査ならびに吉田清一議員および小寺裕雄議員に対する関係人調

査から判断すると、吉田清一議員に対して交付された政務活動費により支出された

1,316 円、および小寺裕雄議員に対して交付された政務活動費により支出された 2,357

円は使途基準に合致しない支出と認められるため、当該支出分の返還を求めないことは

違法または不当である。 

   ついては、滋賀県知事に対し、法第 242 条第４項の規定に基づき、次のとおり勧告す

る。 

 １ 吉田清一議員に対して交付された平成 27 年度の政務活動費のうち、1,316 円の返還を
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求めるなど必要な措置を講ずること。 

 ２ 小寺裕雄議員に対して交付された平成 27 年度の政務活動費のうち、2,357 円の返還を

求めるなど必要な措置を講ずること。 

 ３ 措置期限 平成 29 年５月 22 日 

   なお、法第 242 条第９項の規定に基づき、措置期限までに講じた措置の状況について、

同日までに監査委員宛て通知されたい。 

 

第５ 意見 

 政務活動費の制度については、それまで使途が調査研究に限定されていた「政務調査

費」から、平成 24 年の地方自治法の改正により調査研究以外の「その他の活動」にも拡

大できるようになり「政務活動費」とされた。 

  当該改正法では、使途の拡大と併せて「使途の透明性の向上が図られるよう、特段の

配慮を行うこと。」との付帯決議がなされたところである。 

   議会事務局によると、「政務活動費のしおり」は、使途基準をより明確化し、政務活動

費の適正な執行を図るために作成しているとのことであるが、「政務活動費のしおり」に

おける収支報告書の記入例（記載内容）を見ると、「望ましい」といった表現が散見され、

一見して適否が判断できない記載を認める内容となっている。これらの表現については、

平成 28 年度以降は「努めてください。」との表現に改められているものの、やはり収支

報告書に記載する内容は、基本的に交付を受ける側に委ねられており、使途の透明性の

向上や適切な審査に資する内容であるとはいい難い。事実、県外や海外への視察など高

額な支出について、具体的な調査場所、日程、調査目的が明示されていないにもかかわ

らず、議会事務局において十分確認されないまま政務活動費として認められている事例

が、今回の監査を通じて少なからず見受けられた。 

収支報告書を公開している趣旨は、政務活動費の使途が議員もしくは会派の広範な裁

量に委ねられている代わりに、公開することにより県民に判断を仰ぐところにあると思

われるが、行き先が漠然としたものしか示されていない、もしくは日程や調査目的を示

すことが求められていないなど、一般的、外形的に使途基準に合致しているかどうか判

断できないような収支報告書では、公開しているとしても、透明性の確保は不十分であ

るといわざるを得ない。今回の監査の過程において、複数の議員から修正報告が提出さ

れた事実も考慮すれば、収支報告書の審査等、交付等の手続き自体に、改善の余地があ

ると認められる。 

政務活動費の使途については、議員に広範な裁量が認められているものの、裁量には

おのずと限界があることはすでに述べたとおりである。一般的、外形的に政務活動費以

外の目的で支出されたと推認しうる合理的な事情がある場合には、会計帳簿や領収書等

の証拠書類によって支出が適正であったか否かを審査しうることは当然である。議会事

務局においては、各議員または会派の判断や裁量に任せるのではなく、提出された収支
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報告書について、社会通念上または「政務活動費のしおり」における使途基準に照らし

て政務活動費に合致しない支出が充当されていないかどうか、十分な確認を行なうよう

努められたい。 

   なお、議会事務局によれば、平成 28 年度以降の県外・海外に係る調査については、日

程、行程、調査内容などを記載し、報告書の添付を義務付けるように改正されていると

のことではあるが、前述の付帯決議の趣旨を踏まえ、透明性の一層の向上に努められた

い。 

 

   次に、切手や交通機関のプリペイドカードに対する支出の取扱いについて述べる。「政

務活動費のしおり」では、これらの支出についても政務活動費として認めているが、い

ずれも換金性が高く、また使用履歴の提出を求めていないことから、政務活動に実際に

使用されているかどうか確認できない。そのため、一般的にいって請求人が主張するよ

うに、私的な経費に流用されているとの疑念が抱かれる可能性を含んでいるといわざる

を得ない。特にＩＣＯＣＡについては、交通機関のプリペイドカードではあるものの、

汎用性が高く、コンビニエンスストア、スーパーでの商品購入の支払い等、鉄道運賃以

外の支出についても使用することができることから、ＩＣＯＣＡへのチャージ（入金）

の領収書をもって鉄道運賃の支払いの証拠書類として認めることについては透明性の確

保という点に課題があると思われる。 

したがって、これら換金性または汎用性の高い切手やカードについては、出納簿や使

用履歴の提出を求めるなど、運用について見直しを図られたい。 

 

   最後に、「政務活動費のしおり」における「政務活動費と関わりが薄いもの（小説等）

は不適切」との記載について、議会事務局の説明では、「当該記載は私的活動に資するも

のには充当しないよう注意喚起するためであって、小説等をすべて不可とする趣旨では

ない」とのことであるが、記載されている内容を読む限り、小説の購入費は政務活動費

の充当に適さないと解釈することが一般的であると思われるし、政務活動費の交付を受

ける側も、一般的解釈に従えば、小説の購入費について政務活動費への充当を差し控え

ることが適切のように思われる。 

現在の議会事務局の運用は、小説等を娯楽小説と狭く解釈しているのみならず、運用

基準として取り扱うべき内容を、単なる注意喚起にすぎないと独自の解釈をしており、

このように明文化された運用基準と実際の運用が異なることは、公平性、公正性、透明

性の観点から課題があるといわざるを得ない。 

「政務活動費のしおり」は守るべき基準であることを今一度重く受け止め、政務活動

費制度の適正な運用に努められたい。 

 

   公費の支出に対する県民の目は、従来と比べより厳しくなっている。使途基準を具体
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的かつ明確に示し、使途基準に合致するか否かについて誰もがわかりやすく判断できる

よう、「政務活動費のしおり」の見直しを検討するとともに、政務活動費の支出の適正な

審査と適正な制度の運用を行うことで、更なる透明性の向上が図られることを強く求め

る。 
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別紙 

自由民主党滋賀県議会議員団 

  会派分（会派代表、旧吉田清一議員、その後、佐野高典議員）について 

          政務活動費総額 ２３，１００，２５５円（利息、２５５円含む） 

       会派自主報告の使用額、２２、７８５、５８４円 

          〃   返戻額    ３１４，６７１円 

（請求番号１） 

（Ａ）吉田清一議員が会長（当時）を務める自由民主党滋賀県議会議員団の平成２７年度政

務活動費収支報告書３ページ、「平成２７年６月２３日、アールブリュット、世田谷

美術館」視察については、交通費（ＪＴＢ）領収書１３３，０４０円、東京・地下鉄

の領収書２，８５０円、手みやげ代４，０５０円、昼食代（と思われるレストラン）

９，８００円、タクシー代５，８２０円の領収書はあるが（同、４３～４６ページ）、

先方でどのような調査研究がなされたのか、その行程表、復命書はまったく添付され

ず、何をなされたのか不明である。（証１） 

    視察の内容、成果、県政への貢献などが証明されない限り違法である。 

返還必要額<１５１，５６０円> 

（請求番号２） 

（Ｂ）同３ページ、「平成２７年１１月２６日、新生美術館整備について、７名で金沢２１世

紀美術館に出向き視察」とあり美術館チケット領収 2,880 円（３６０円×８名）、ＪＲ

領収書 100,290 円、翻訳機貸出８，０００円、食事代 18,684 円、タクシー代 4,340

円はありますが、復命書などの添付が一切有りません。（証２） 

視察の内容、成果、県政への貢献などの証明がされない限り違法である。 

返還必要額<１３４，１９４円> 

（請求番号３) 

（Ｃ）同３ページ「平成２８年１月１９日～２１日。新生美術館・がん先進医療につぃて。

１７名。九州国際重粒子がん治療センターならびに長崎県美術館に現地視察」とあり、

（８７ページに）ＪＴＢより「１月１９日、国内旅行ご代金として」の領収書、２，

３７５，４１８円。高速料金５，５００円、近鉄百貨店の領収書 15,552 円はありま

すが、１９日、２０日、２１日、現地でどのような行動をとられ、何を視察されたの

かの証拠が何も添付されていません。（証３） 

    視察の内容、日程、成果についての説明が無く、これだけでは物見遊山の旅行とし

かとれないので全額返還を要す。 

返還必要額<２，３９６，４７０円> 

（請求番号４） 

（Ｄ）収支報告（４～９ページ） 

   コピー機カウント代（H27,5～H28,3）５６２，２５０円の領収書がありますが、何を
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コピーしたのかの資料が何もありません。（証４） 

   （１０ページ）また、コピー機プリンター代（Ｈ２７,５～Ｈ２８，３）２７，２２０

円は。上記とどう違うのでしょうか？カウント代と二重と思われます。（証６） 

    上記は県議会活動の何をコピーされたのかの説明が無く、地方自治法に照らして違

法である。 

返還必要額<５８９，４７０円> 

（請求番号５） 

（Ｅ）（２３ページ） 

   コーヒー代（Ｈ２７，５～Ｈ２８，３）として、３３２，８９４円（振り込み代含む）

とありますが、どこでのコーヒー代でしょうか？思うに「こんなコーヒー代くらい払

いましょうよ」「いいんだ。政務活動費は余る程あるんだ」「でも、公金でしょう」「硬

い事をいうな」と言って支出されたのだろう。政務活動費に該当しない。（証５） 

返還必要額<３３２，８９４円> 

（請求番号６） 

（Ｆ）収支報告４９、６９ページ以降 

   会派広報紙発行にかかる会派負担金 

   平成２７．７、９日 大野県議     ２６０，０００円（Ｐ４９、振り込み） 

   平成２７、８、１５日 奥村県議分   １９０，０５０円（Ｐ５７、業者の印紙が

貼られていません）（証７） 

   平成２７年９月９日 吉田清一     １０９，１８２円（個人印あり） 

      〃   １０日  加藤誠一    ２４６，９０４円（  〃    ）  

      〃     ２８日 岩佐弘明    ２００，０００円（個人印なし） 

    〃      村島茂男     １２３，３９０円（  〃  ） 

   平成２７、１０，９ 大津選出県議分  １，２８５，５７８円 

             （Ｐ１３０、業者の収入印紙が貼られていません）（証８） 

       〃     デザイン、ＣＤ作成費 ２５９，２００円 

               （Ｐ１３１、業者の印紙が貼られていません）（証９） 

   平成２８年１月８日 大野県議分   ２６０，０００円（振り込み） 

       〃 １７、  奥村県議    １９０、０５０円 

               （Ｐ８３、業者の印紙が貼られていません）（証１０） 

       〃 ２９、  加藤誠一    ２００，０００円（個人印無し） 

   Ｈ２８、２、２５、 川島隆二    １６３，８７９円（  〃  ） 

   Ｈ２８，２，５   大津市分  １，２８０，４３７円（Ｐ８９、印紙あり） 

            〃     デザイン代   ２５３，８００円（Ｐ９０、〃） 

   Ｈ２８，２，１７  西村久子    １５４，８７２円（印あり）（ 

       〃 １８、 吉田清一    １０９，１８２円（個人印無し） 
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       〃 ２５、 村島茂男    １２３，０００円（  〃  ） 

       〃  １、 川島隆二    １６３、８７９円（  〃  ） 

       〃 ２９  岩佐弘明    ２１６，０００円（  〃  ） 

       〃     野田藤雄    １８２，６５５円（  〃  ） 

   Ｈ２８，３、１５， 富田博明    １７１，８２７円（  〃  ） 

   Ｈ２８、４、１   大野県議分   ５１７，８００円（振り込み） 

                             （Ｐ１１２） 

   Ｈ２７，１０，１９ 細江県議    １８２，９７９円（振り込み） 

       〃  （高木、有村県議）  １８４，９５０円（振り込み） 

   Ｈ２７，１０，１９ 大野県議    ５１８，４００円（振り込み） 

   Ｈ２７、１０、２８ 生田県議    １１１，６４０円（振り込み） 

   Ｈ２７、１２，２２ 西村久子    １８０，０３６円（個人印あり） 

   Ｈ２７，１２，２  富田博明    ３２７，２４０円（個人印無し） 

   Ｈ２７、１２、２１  野田県議   ２７０，５４０円（振り込み） 

   とありますが、発行された広報の実物見本、配布料金の明細が、全く添付されていま

せん。（証１１） 

   特に業者の印紙貼付が無い領収書は、領収書の用紙だけもらって偽造された疑惑があ

り、他に印紙税法違反の恐れもある。 

返還必要額<８，４３７，４７０円> 

（請求番号７） 

（Ｇ）収支報告書１０１ページ以降には「費用弁償」の名目で、会派所属議員にたいして、

多額の費用が支出されている。その使途について「収支報告書」には何も記載されて

いません。 

        Ｈ２８年１～３月分  吉田清一  １３７，８００円（個人印無し） 

            〃      佐野高典  １２１，０００円   〃 

            〃      家森茂樹  １４０，６００円   〃 

            〃      野田藤雄  １５７，６００円   〃 

            〃      西村久子  １３４，８００円   〃     

            〃      小寺裕雄  １３７，１００円   〃   

            〃      奥村芳正  １０８，４００円   〃 

            〃      生田邦夫  １６３，０００円   〃 

            〃      川島隆二  ２１９，０００円   〃 

            〃      細江正人  １９８，８００円   〃 

            〃      高木健三  １００，０００円   〃 

            〃      山本進一  １０９，１００円   〃 

            〃      富田博明  １６３，６００円   〃 
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            〃      大野和三郎 １３４，８００円   〃 

            〃      岩佐弘明  １２９．４００円   〃 

            〃      目片信悟  １０６，３００円   〃 

            〃      有村國俊  １２６，５００円   〃 

            〃      竹村 健  １３９，２００円   〃 

            〃      佐藤健司  １２９，４００円   〃 

            〃      村島茂男  １２９，０００円   〃 

            〃      加藤誠一  １６３，６００円   〃 

       〃（Ｈ２７年５～１２月）吉田清一  １７６，２００円   〃 

       〃           佐野高典  １７２，０００円   〃 

       〃           家森茂樹  １７６，４００円   〃 

       〃           野田藤雄  ２０６，８００円   〃 

       〃           西村久子  １７０，６００円   〃 

       〃           小寺裕雄  １９３，６００円   〃 

       〃           奥村芳正  １４６，８００円   〃 

       〃           生田邦夫  ２２６，６００円   〃 

       〃           川島隆二  ３３４，０００円   〃 

       〃           細江正人  ３２７，６００円   〃 

       〃           高木健三  １５５，２００円   〃 

       〃           山本進一  １４３，０００円   〃 

       〃           富田博明  ２４１，３００円   〃 

       〃          大野和三郎  １９９，６００円   〃 

       〃           岩佐弘明  １６３，６００円   〃 

       〃           目片信悟  １３４，２００円   〃 

       〃           有村國俊  １７７，７００円   〃 

       〃           竹村 健  １９１，６００円   〃 

       〃           佐藤健司  １８２，５００円   〃 

       〃           村島茂男  １７０，６００円   〃 

       〃           加藤誠一  ２６７，８００円   〃 

     （証１２） 

「費用弁償」とはいかなるものか？その内訳が説明できなければ単に議員個人の所得として

配られたと考えられる。その内訳の詳しい説明ができなければ政務活動費としては違法です。

さらに受け取りの印も押印されておらず、印紙も貼付されていません。 

 また、（参考までに）税務当局に問い合わせると 

「裏付けが無く単に「費用弁償」という名目で各個人に分配されていれば、贈与に該当し、

個人の所得になり、所得税の対象になると言っています。本当に何らかの裏付けを持って支
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出されたのか監査していただく事が求められます。 

返還必要額<７，１０５，１００円> 

(請求番号８) 

（Ｈ）（７８ページ）お食事代４５，９００円の領収ありますが、何に使われたか全く書かれ

ていません。（証１３） 

返還必要額<４５，９００円> 

会派分（Ａ～Ｈ）返還必要額、合計、<１９、１９３、０５８円> 

 

吉田清一議員、個人分について 

（請求番号９） 

 １、「収支報告、９～１１ページ」にＪＲの細かい領収書が添付されていますが、その中に

「平成２７年１１月１９日、博多駅発行、５、０００円」「平成２８年３月２６日、ＪＲ

東発行、相馬駅、５、０００円」が含まれています。 

  これはどの出張分の領収でしょうか？（吉田個人、証１） 

   他の領収書に紛れて搾取していたものと思われます。政務活動費に該当しません。 

返還必要額<１０，０００円> 

２、「収支報告、１４ページ～」の下記の報告において訪問先の入場チケット、または、訪問

先の視察資料が添付されていません。 

（請求番号 10） 

  Ａ，（浜松市美術館、平成２７年５月１３日）交通費２２，２２０円、宿泊代、２８，７

６１円の領収はありますが、入場料、美術館の資料が添付されていません。（吉田個

人、証２）                    返還必要額<５０，９８１円> 

（請求番号 11） 

  Ｂ，平成２７年８月１４，１５、千鳥ヶ淵戦没者墓苑訪問、ＪＲ料金１６，９６０円、

タクシー料金６，４２０円の領収書ありますが、視察先の資料がありません。（吉田

個人、証３）                   返還必要額<２３，３８０円> 

（請求番号 12） 

  Ｃ，平成２７年９月１６日、京都美術館視察、駐車料金９００円のみ領収あり。視察先

の資料が添付されていません。（吉田個人、証４）                     

返還必要額<９００円> 

（請求番号 13） 

  Ｄ，映画鑑賞「日本の一番長い日」入場チケット代１，０００円。（吉田個人、証５） 

    上記は、地方自治法に照らして政務活動費に該当しない。  

                            返還必要額<１，０００円> 

（請求番号 14） 

  Ｅ，平成２７年１１月４，５日、熊野古道、ＪＲ１２，７４０円。タクシー代１０，８
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００円。宿泊費、３２，０６０円領収あり。視察先の資料が何も有りません。（吉田

個人、証６）                   返還必要額<５５，６００円> 

（請求番号 15） 

  Ｆ，平成２７年１１月９日、淡海の人大交流会。交通費、ＪＲ，１８，１３０円 

   宿泊代、１４，３５６円。交流会の資料が何も有りません。（吉田個人、証７） 

                           返還必要額<３２，４８６円> 

（請求番号 16） 

  Ｇ，平成２７年１１月１３日、京都国立博物館。タクシー代７５０円の領収ありますが、

何をされたのかの資料、入場チケットのコピーの添付が有りません。 

（吉田個人、証８）                   返還必要額<７５０円> 

（請求番号 17） 

  Ｈ，平成２７年１１月１７～１８、長崎平和公園、交通費、ＪＲ，２４，６８０円。 

   タクシー代、３，３００円。宿泊代、２日、１７，５００円の領収はありますが、平

和公園視察の資料が何も有りません。（吉田個人、証９） 

                           返還必要額<４５，４８０円> 

（請求番号 18） 

  Ｉ，平成２７年１１月２３日、岡山県立博物館。ＪＲ、１１，７６０円。タクシー代、

１，８３０円の領収ありますが、視察の内容の資料が何も有りません。（吉田個人、

証１０）                     返還必要額<１３，５９０円> 

（請求番号 19） 

  Ｊ，平成２７年１１月２９日、東京、国会議員と懇談。ＪＲ１６，９６０円の領収はあ

りますが、議員との懇談の証拠が何も有りません。（吉田個人、証１１） 

返還必要額<１６，９６０円> 

（請求番号 20） 

  Ｋ，平成２７年１２月１６日、国立国際美術館（エジプト展）。タクシー代、１，３６０

円の領収あり。エジプト展入場の証拠が有りません。（吉田個人、証１２） 

返還必要額<１，３６０円> 

（請求番号 21） 

  Ｌ，平成２７年１２月２８日、フイリッピン戦没者慰霊、名鉄観光への振り込み３１５，

８６４円は、振り込み書はありますが、慰霊祭参加の証拠が何も有りません。（吉田

個人、証１３） 

返還必要額<３１５，８６４円> 

（請求番号 22） 

  Ｍ、平成２８年２月１２日、国史跡、重要文化財視察ＪＲ，11,760 円。宿泊費、１４，

５８０円、太田家住宅、入場料の領収あり。県政と如何なる関連があるのか、資料が

有りません。                      （吉田個人、証１４） 
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返還必要額<２６，３４０円> 

（請求番号 23） 

  Ｎ，平成２８年２月１５，１６日。記念館「三笠」視察。ＪＲ、１７，６４０円、宿泊

代、１５，５００円、タクシー代４，０１０円。記念館他入館チケット代、１，２０

０円がありますが、県政と「三笠」の関連が証明できる資料は何も有りません。（吉

田個人、証１５） 

返還必要額<３８，３５０円> 

（請求番号 24） 

  Ｏ，大和ミュージアム視察、ＪＲ３１，３１０円、タクシー代６９０円、呉海運（フエ

リー代か？）３９０円、食事代５９４円、入館、昇殿料１，２００円、は全部そろっ

ていますが、県政と、どのような関係があるのでしょうか？ 

視察の資料が何もありません。（吉田個人、証１６） 

県政との関係が説明できなければ違法です。    

 返還必要額<３４，１８４円> 

（請求番号 25） 

  Ｐ、平成２８年３月２４日～３月２９日、震災被災地視察、ＪＲ交通費、航空、宿泊、

９８，４１０円。 

タクシー代、２０，３６０円、バス、１，１５０円、南相馬～仙台～福島、ＪＲ東、

４，４８０円。はありますが、出張先の資料、県政にどう生かしたのかの証拠が何も

ありません。（吉田個人、証１７） 

返還必要額<１２４，４００円> 

（請求番号 26） 

  Ｑ，平成２７年９月１４日、議会レポート、２１８，３６５円 

   平成２８年２月２４日、レポート３３号、２１８，３６５円、いづれも現物見本の添

付が有りません。 

配布方法、折り込み代の詳細、代金の明細が有りません。（吉田個人、証２３） 

               返還必要額<４３６，７３０円> 

上記（吉田議員、個人）１，２、Ａ～Ｑ  

総合計、１、２２８，３５５円 

（県政との係りが疑われる物） 

（請求番号 27） 

  Ａ，平成２８年２月、長浜盆梅展、２００円。（吉田個人、証１８） 

（請求番号 28） 

  Ｂ，平成２８年３月２日、ＫＹＯＵＴＯ駅美術館、「歌川広重の旅」７００円。 

（吉田個人、証１９） 

（請求番号 29） 
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  Ｃ，平成２８年３月４日、ボクシング、山中伸介選手の試合視察、京都島津アリーナ、

タクシー代、４、０６０円、入場料、指定席Ａ １０，０００円 

                      合計１４，０６０円（吉田個人、証２０） 

（請求番号 30） 

  Ｄ，平成２８年３月１２日、「森アーツギャラリー」「フエルメールとレンブラント：１

７世紀オランダ黄金時代の巨匠たち展」、交通費、４，０７０円、入場料８００円。 

合計４，８７０円（吉田個人、証２１） 

（請求番号 31） 

  Ｅ、平成２８年３月１９日、福知山城視察、ＪＲ，５，９６０円、船、ケーブル、リフ

ト往復、２,３００円、天橋立ロイヤルホテル宿泊代、２０．７６０円、ＪＲ，交通

費、９７０円、タクシー代、５６０円、合計３０，５５０円（吉田個人、証２２） 

（請求番号 32） 

  Ｆ「収支報告、８４ページ～」書籍代、山下清・図録代、他８冊。琳派目録 

   朝はアフリカの歓び、西行魂の旅路、無私の日本人、炎環、時間の習俗、生きなおす

力、司馬遼太郎、浮世絵の春、日本古寺、日本史通覧、若冲、 

   司馬遼太郎１巻～４３巻。歌川広重の世界、美人画の四季、平山郁夫の世界。 

    この中に個人の趣味にもとづく書籍と考えられる本が多数みられる。県政との関係

が証明できない本は違法です。（吉田個人、証２４） 

合計６９，８４０円 

県政との関係が疑われる項（Ａ～Ｆ）、     返還必要額<合計１２０，２２０円> 

 

竹村 健 議員分について 

県支給政務活動費、２，２００、０３２円（利息、３２円） 

    議員報告政務活動費、２，２４５、７７５円 

        返戻金           ０円 

（請求番号 33）         

１、郵送費  ２０１５年６月１１日、区内特別定 

                          ６７×１，５５９通   １０４，４５３円 

         〃         第一種定形    ８２×４１  ３，３６２円 

            〃８月７日  区内特別基      ６７×１２９  ８,６４３円 

〃  ４日  〃     ６７×１，５６２  １０４，６５４円 

            〃       第一種定形    ８２×４０   ３２８０円 

            ９月２５日、〃  普通切手     ８２×８枚、    ６５６円 

           〃  １１日  第一種定形       ８２×１４、  １，１４８円 

〃   ８日    〃        ８２×７      ５７４円 

〃   ４日    〃        ８２×３、     ２４６円 
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〃１０月９日  区内特別基     ６７×３０９、   ２０,７０３円 

〃         〃       ６７×３２７、   ２１,９０３円 

〃  １３日      〃        ６７×４３５、   ２９,１４５円 

〃   １６日      〃        ６７×４２５、   ２８,４７５円 

１１月２日  第一種定形    ８２× ６、      ４９２円 

１０月２０日 切手、第７０回国体  ８２×７         ５７４円 

〃１２月３日、 第一種定形、   ８２×４５、    ３，６９０円 

不明    区内特別基    ６７×１，９５９、  １３１，２５３円 

                                       合計       ４６３，２５１円 

 この郵送費については「あて先を特定する事が難しく」大津市議会の場合は「あて先の特

定できない切手の購入経費」は政務活動費として認められていない。 

「兵庫県議、切手代判決」の場合のように疑惑を生む要素も多く、「宛名の特定できない切手

購入費などは、政務活動費として認めない」とするのが公費を支出するものとしては公明正

大だと思われる。 

 上記の場合も領収書の中には「記念切手」や一部、領収書の無い物も含まれていて、（竹村、

証１）あて先の不明なものは 違法である。 

                        返還必要額＜４６３,２５１円＞ 

 

富田博明 議員分について 

県支給政務活動費 ２，２００，０００円 

収支報告額     ２，１３０、２３９円 

返戻額                ６９，７６１円 

（請求番号 34） 

１、「広報費」、平成２７年９月２日、３２７，２４０円 

平成２８年２月５日、３４３，６５５円 

  となっていますが、発行された広報誌の見本コピーが添付されていません。 

（富田、証１） 

（請求番号 35） 

２、平成２７年１２月２５日、「引込宅内工事費」４３，２００円の領収書がありますが、滋

賀県議会「政務活動費のしおり」においても「後援会や政党活動にかかわる部分は除き」

とあり、それが証明できない場合は違法である。（富田、証２） 

（富田、証１、証２） 返還必要額 <７１４，０９５円> 

 

西村久子 議員分について 

県支給政務活動費、２，２００，０６３円（利息、６３円含む） 

議員提出支出報告額 ２，１９６，０２２円 
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〃   返戻額     ４、０４１円 

（請求番号 36） 

１、「広報費」 平成２７年８月４日、    １８０，０３６円（５６号） 

        平成２７年１０月２６日 ３５９，５３２円（５７号） 

        平成２７年１２月３日  ３５９，５３２円（５８号） 

        平成２８年２月８日   １５４，８７２円（５９号） 

        平成２８年３月２９日  ５３１，７２６円（６０号） 

となっていますが、発行された広報誌の見本コピー、配布方法の詳細費用が添付されてい

ません。（西村、証１） 

返還必要額<１，５８５，６９８円> 

 

岩佐弘明議員分について 

県支給政務活動費、２，２００，０７６円 

議員提出支出報告額、２，２５５、１６６円 

〃   返戻額         ０円 

（請求番号 37） 

１、平成２７年９月１０日、「会合代」大津プリンスホテル、３，０００円 

  何の会合か説明が有りません。（岩佐、証１） 

（請求番号 38） 

２、平成２７年９月４日、議会報告、４００，０００円 

  平成２７年１２月３日、県政レポート、２７４，３２０円 

  平成２８年１月２７日、県政レポート、４３２，０００円 

  いづれも印刷物の見本、配布費用の一覧が有りません。（岩佐、証２） 

（請求番号 39） 

３、灯油代、と書かれた領収書、１，２６０円、１，１５２円、どこで使われたのかの説明

がありません（岩佐、証３） 

（請求番号 40） 

４、ガソリン代と思われるＥＸＰＲＥＳＳの納品書、プリカ代が１８件、５７，７８１円あ

りますが、使用者の名前が記入されていません。（岩佐、証４） 

（岩佐）返還必要額<１，１６９，５１３円> 

 

大野和三郎議員分について 

            県支給政務活動費、２，２００，０１５円（利息１５円） 

           議員提出収支報告額、２，２５０，９００円 

             〃   返戻額、        ０円 

（請求番号 41） 
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１、平成２７年６月１７日、内閣府地方創生に係る調査、宿泊、２１，７６０円、ＪＲ交通

費２４，２００円の領収書はありますが、内閣府で何がなされたのかを証するものは有り

ません。（大野、証１） 

（請求番号 42） 

２、平成２７年１０月２８日、県政報告第７号印刷代、５１８，４００円 

  平成２７年１０月２８日、  〃 第８号印刷代 ２６０，０００円 

  平成２８年３月１０日、   〃 第９号印刷代 ５１７，８００円 

  上記の印刷代の領収書はありますが、その見本、配布費用の明細が添付されていません。

（大野、証２） 

（請求番号 43） 

３、書籍・「司馬遼太郎の贈りもの」６００円は個人の趣味のものと思われる、（大野、証３）

政務活動費とは認められない。 

（請求番号 44） 

４、「政務調査補助職員人件費」平成２７年５月～２８年３月、 

      ６５，０００円×１１か月×０，５＝３５７，５００円 

  夏、冬、賞与、１３０，０００×２×０、５＝１３０，０００円 

  合計 ４８７，５００円が支出されていますが、住所、名前が黒塗りされていて誰が受

け取ったのか不明です。肉親や家族への支出なら違法です。また、領収書に印紙の添付が

なく、書体がすべて同一なのは、数字合わせに作られた疑念を抱かせます。 

（大野、証４） 

                        返還必要額<１，８３０、２６０円> 

 

奥村芳正議員分について 

           県支給政務活動費、２，２００，０３６円 

           議員提出支出額、 ２，２１７，６６４円 

             〃 返戻額、         ０円 

（請求番号 45） 

１、平成２８年１月、会場費、３５０，０００円とありますが、どのような会合か一切記載

が有りません。（奥村、証１） 

（請求番号 46） 

２、平成２７年８月１５日、 県政報告ＶＯＬ，３３号 １９８，４５０円 

  平成２７年１０月３０日   〃     ３４号 ４０３，７０４円 

  平成２８年１月１７日    〃     ３５号 １９８，４５０円 

  平成２８年３月２８日、   〃     ３６号 ４０３，７０４円 

  いずれも印刷代の領収はありますが、印刷物の見本の添付と配布方法の記載が有りませ

ん。（奥村、証２） 
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返還必要額<１，２０４，３０８円> 

 

加藤誠一議員分について 

             県支給政務活動費、 ２，２００，０５０円（利息５０円） 

            議員提出収支報告額、 ２，０９０，４０６円 

                  返戻額、   １０９，６４４円 

（請求番号 47） 

１、平成２７年９月３～４日、黒部川第四発電所調査研究、ＪＲ、１６，２６０円。宿泊費、

８，５００円の支払い証明、領収はありますが、調査研究の内容を示す文書は何も有りま

せん。（加藤、証１） 

（請求番号 48） 

２、平成２７年１１月９日、水資源開発に関する調査、ＪＲ，２４，２００円、東京往復の

旅費の支払い証明はありますが、調査の中身に関する資料が何も有りません。（加藤、証２） 

（請求番号 49） 

３、平成２８年３月２７～２８日、高知県視察、ＪＲ，３７，３２０円、レンタカー代、４，

１２０円、宿泊費、１１，１２０円の領収書はありますが、出張先の視察の中身に関する

資料は何も有りません。（加藤、証３） 

（請求番号 50） 

４、広報誌の発行、平成２７年９月２日、２００，０００円 

         平成２７年９月２４日、３２，４００円 

                   （湖国とりびゅぬ９月号、広告） 

         平成２８年１月１５日、３３５，４６４円。 

         平成２８年１月２６日、 ３２，４００円 

                   （おうみ通信一月号、広告） 

         平成２８年３月２４日、 ３２，４００円 

                   （おうみ通信３月号、広告） 

         平成２８年３月３０日、報知、２１６，０００円 

 いずれも印刷物や広告の見本添付が有りません。（加藤、証４） 

（請求番号 51） 

５、郵便料、切手、平成２７年９月１１日 

     記念切手、２７年ふみの日、     ８２０円×  ４枚＝  ３，２８０円 

     おもてなしの花第３集、     ８２０円×  ２枚＝  １，６４０円 

        〃    ４集、     ８２０円× １６枚＝１３，１２０円 

     日本の城シリーズ第５週      ８２円× ５０枚＝  ４，１００円 

     ふ・第７０回国体・ふー  １３８、８２円×１５０枚＝１２，３００円 

 日本の山岳シリーズ第６集、        ８２円×  ５枚＝      ４１０円 
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                           小計         ３４，８５０円 

 平成２７年９月１１日、 

     区内特別基（外）        １１８円×１５２通＝１８，０５４円 

     第一種定型外          １４０円× ４７通＝  ６，５８０円 

                      小計        ２４，６３４円 

 平成２７年１２月３０日 

        童画のノスタルジシリーズ第１集  ８２円×１９７枚＝１６，１５４円 

        米国からのハナミズキ寄贈、    ８２円×  ２２枚＝  １，８０４円 

                          小計       １７，９５８円 

        第１種定型外                １２０円×１通＝         １２０円 

                         小計          １２０円 

                               総合計         ７７，５６２円 

（加藤、証５） 

  大津市の場合は、「宛名などが明確で、真に政務活動費と認められないものは除く」とさ

れている。このうち、真に広報の送付の為の費用かは、この報告だけでは、判断できない。

宛先不明なものは違法である。 

（請求番号 52） 

６、平成２７年１１月２９日、東京・国交省。ＪＲ２５、３７０円。 

     領収書のみ。出張先の資料なし。（加藤、証６） 

（請求番号 53） 

７、平成２８年２月４～５日、東京・国交省・農林省。要望。 

  ＪＲ３７，１６０円領収のみ。要望先の資料なし。（加藤、証７） 

（請求番号 54） 

８、平成２７年７月１日、地方紙広告。３２４，０００円 

  領収のみ。掲載紙などの見本コピーの添付無し。（加藤、証８） 

（請求番号 55） 

９、書籍購入代、平成２７年７月１５日、「戦後ニッポン～１９４５～今」 

２，８０８円 

  平成２８年２月２２日、「天才・幻冬舎」１，５１２円 

  個人の趣味にもとづく本と思われ政務活動費に該当しない。（加藤、証９） 

（請求番号 56） 

10、パソコン購入、平成２７年６月９日。１８９，８００円（加藤、証１０） 

  個人用と区別できず違法である。 

（請求番号 57） 

11、平成２７年１１月２３日、デジタルカメラ、２３，２７０円 

  個人の物と判別がつかない。政務活動費に該当しない。（加藤、証１１） 
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                        返還必要額<１，６３１、８７５円> 

 

小寺裕雄 議員分について 

            政務活動費支給額 ２，２００，１２７円（利息 １２７円含む）  

       議員本人提出収支報告支出額 ２、０６３，６５７円 

                 返還額   １３６，４７０円 

（請求番号 58） 

１、広報費、平成２７年７月２０日、３１０，５００円 

      平成２８年３月２８日 ３０２，４００円 

      平成２８年１月２５日 １３９，３００円 領収書はありますが、現物見本と

配布費用の詳細の添付が有りません。（小寺、証１） 

（請求番号 59） 

２、平成２７年６月２５日、東京、ＪＲ、５２，０００円、旅費の領収書ありますが、視察

先の資料が何もありません。（小寺、証２） 

（請求番号 60） 

３、平成２８年２月１０日、２・４～５、旅費、３１，１６０円、要望活動旅費とあります

が、どこで何をされたのか、詳細が何もありません。（小寺、証３） 

（請求番号 61） 

４、書籍代、３５，９８１円の中にクレオパトラとエジプト、世界史人三国志、プレジデン

ト、アメリカ海軍に学ぶ、三国志英雄たち、一気読み三国志、エクセルパーフエクト、天

才、文芸春秋等、個人の趣味にもとづくものが多数含まれています。（小寺、証４） 

（請求番号 62） 

５、ＩＰＡＤ，携帯電話料金、按分２分の１、５８，８０７円、６台分、とありますが、６

台分とはどういう事でしょうか？議会活動に携帯電話６台は、必要ないと思われる。政務

活動費の支出として不適当である。（小寺、証５） 

返還必要額（上記、合計） ９３０，１４８円 

 

野田藤雄 議員分について 

           県支給政務活動費、 ２，２００，２３２円（利息２３２円） 

           議員提出収支報告額、１，００８，９６２円 

              〃  返戻額、１，１９１，２７０円 

（請求番号 63） 

１、（支払証明書）に平成２７年８月６日、ＪＲ西、ＪＲ東海、仙台往復。 

  ４２，２４０円とありますが領収書が有りません。 

  何を調査したのか、先方の資料が添付されていません。（野田、証１） 

（請求番号 64） 
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２、（支払証明書）平成２７年９月３～４、宿泊費、８，５００円の領収書はありますが、交

通費、１５，３９０円（ＪＲ西、東海）は支払証明で済まされ不明朗です。黒部川第４発

電所調査研究にかかわる調査先の資料が添付されていません。（野田、証２） 

（請求番号 65） 

３、（支払証明書）平成２７年９月１３日、２４，２００円。ＪＲ西、ＪＲ東海、秋葉原「ち

ゃばら」オープニングイベント。領収書が有りません。 

  イベントの内容などの資料が添付されていません。（野田、証３） 

（請求番号 66） 

４、平成２７年９月２日、広報誌発行 ２１８，７００円 

  平成２８年２月８日、   〃  ３６５，３１０円 

 の領収はありますが、折り込み料の地域、部数の詳細な料金と、広報誌の見本の添付があ

りません。（野田、証４） 

（請求番号 67） 

５、各種交通費の領収をご本人の「支払証明書」で済まされていて、真の領収書が有りませ

ん。（野田、証５） 

  合計、１０５，９７０円－（上記１）４２，２４０円－（上記２）８，５００円－１５，

３９０円－（上記、証３）２４，２００＝３９，８４０円 

                         返還必要額＜７１４，１８０円＞ 

 

佐野高典 議員分について 

          県支給政務活動費、２．２００，０９２円（利息９２円） 

         議員提出収支報告額、２，２０１，９５４円 

           〃   返戻額、        ０円 

（請求番号 68） 

１、アメリカ・ミシガン州視察のレンタカー代１６，１２９円、宿泊料金（１０、１７５＋

１３，０５８＋９，６３１円）＝３２，８６４円、ガソリン代、１，５７８円、通訳費用

１９，０１０円、などの領収書はありますが、大元の交通費（航空費？）の領収書が有り

ませんし、何人で行かれて、ミシガンで何を視察されたのかの資料は一切、有りません。

合計６９，５８１円 （佐野、証１） 

（請求番号 69） 

２，平成２８年３月８日、東京、国会議員、ＪＲ２８，２４０円、訪れた先の資料が何もあ

りません。（佐野、証２） 

（請求番号 70） 

３、平成２７年８月１８日、県議会報告ＶＯＬ60、１１１，８５０部、１７３，３４４円と

ありますが、一枚２円もかかって居ません。 

  不可解ですし、報告の現物見本が添付されていません。（佐野、証３） 
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（請求番号 71） 

４、平成２７年１０月２８日、県議会報告ＶＯＬ６１、４８，１００部、印刷、折り込み ３

７３，３７７円とあり、こちらは一部７，７円かかっています。 

  これも印刷物のみほんが添付されていません。配布先の一覧があり有りません。（佐野、

証４） 

（請求番号 72） 

５、平成２８年１月２８日、県議会報告ＶＯＬ63、１１１，５５０部、印刷、折り込み代、

１７２，８７９円、一枚１，５円、こんなに安くできる物でしょうか？ 

  これについても不可解で、印刷物の見本が添付されていません。配布先の一覧が有りま

せん。（佐野、証５） 

（請求番号 73） 

６、平成２８年３月２８日、県議会報告ＶＯＬ６４、４８，０００部、印刷、折り込み代、

３７７，７６２円、こちらは一枚７，８円です。現物の見本、配布先の一覧が有りません。

（佐野、証６） 

（請求番号 74） 

７、平成２７年８月７日、国交省要望、ＪＲ２８，６４０円、要望先の資料が何もありませ

ん。（佐野、証７） 

返還必要額＜１，２２３，８２３円＞ 

 

佐藤健司 議員分 

           政務活動費支給額 ２，２００，２１０円（利息 ２１０円含む） 

      議員本人提出収支報告支出額 １，５９１，０２７円 

          〃     返還額   ６０９，１８３円 

（請求番号 75） 

１、ガソリン代、コスモ石油やＥＮＥＯＳの納品書の中に「ＳＡＴＯＵ」の名前のあるもの

と無いものが有ります。記名のない物は、本人使用の証明ができづ、政務活動費とは認め

られない。合計、６８，６００円（佐藤、証１） 

（請求番号 76） 

２、広報費  平成２８年１月１８日  １７３，０９５円（振り込み代含む） 

       平成２７年８月１２日  １７３，８８１円    〃 

       平成２８年３月３０日  ８３３，７６０円    〃 

       平成２８年３月１８日    ９，７２０円 

  いづれも現物見本が無く、配布費用についての詳細もありません。 

   なを、合計 １，１９０，４５６円となり 佐藤議員の収支報告書の広聴広報費、１、

２３７，５９５円と －４７，１３９円の食い違いが有ります。（佐藤、証２） 

返還必要額<１，２０１，４７２円> 
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川島隆二議員分について 

          県支給政務活動費、２，２００，０８９円（利息８９円） 

         議員提出収支報告額、１，８９７，４０５円 

            返戻額、     ３０２，６８４円 

（請求番号 77） 

１、「近江の人」参加費用、旅費、ＪＲ，２３，０００円、宿泊費、１１，２００円、異動タ

クシー、１，９９０円等の領収書はありますが、入場費や視察の内容の資料が添付されて

いません。  （川島、証１） 

（請求番号 78） 

２、ミシガン州視察、平成２７年７月２２日 

  手みあげ代に「駒井千代」名にて「酒とハリエバーム代、２０，８２２円」とあります

が、これは視察との関係が不明です。（川島、証２）                               

（請求番号 79） 

３、ミシガンには４人で行かれたようですが、 

 航空券代、１９６，９７０円。ホテル代、３２，８６４円。通訳代、３６，３５４円。現

地通訳、５９８．７５㌦（×１１０円＝６５，８６２円）などの配分方法がよく分かりま

せん。現地で何をされたのかの資料が有りません。（川島、証３）                                 

（請求番号 80） 

４、県政報告 

  平成２７年１２月１日、郵送代、   １４０，０９７円（長浜郵便局領収あり） 

  平成２７年１２月３１日、〃     １４０，２３１円（長浜郵便局領収あり） 

  平成２８年１月６日、印刷代     １９７，８３４円、按分 1/2＝98,917 （長浜写

真製、領収あり） 

      〃             ２４，３００円、郵送封筒代 

  平成２８年１ 月７日、折り込み代、１２９，９２４円、（１２月１０日）， 

按分 1/2＝64,962（株、滋賀中、領収あり） 

  平成２８年２月４日、県政レポート３４号、１９７，８３４円、按分 1/2＝98,917  

（長浜写真製） 

      〃      封筒代     １７，２８０円、 

  平成２８年２月５日、折り込み代、  １２９，９２４円、（１月１０日）按分 1/2＝64,962 

（株、滋賀中、領収） 

  印刷代、折り込み代、郵送代、封筒代などの領収書はありますが、按分して 1/2 との記

載がありますが、どこと按分されたのか、残り 1/2 はどこの分か不明です。 

  印刷物の現物見本の添付、折り込み料などの詳細が有りません。（川島、証４） 

（請求番号 81） 



81 
 

５、官公庁などへの陳情について、旅費、ＪＲ，２５，１５０円、宿泊費、１２，８１１円、

タクシー代、１，０００円の領収はありますが、中央官庁のどことどこをまわられたのか

「行程表」とか「復命書」が有りません。（川島、証５） 

                       返還必要額＜１，１７６，６０６円＞ 

 

村島茂男議員分について 

           県支給政務活動費額、２，２００，０１８円 

           議員提出収支報告額、２，５７０、９１１円 

             〃   返還額、        ０円 

（請求番号 82） 

１、ミシガン州視察 視察先で何をどう視察されたのかの資料が添付されていません。   

（村島、証１） 

（請求番号 83） 

２、ミシガン調査航空券代、１９７，５９０円、みやげ代とかは４分の１で按分されている

のに、この分は按分されていません。内容を明らかにする必要が有ります。               

（村島、証２） 

（請求番号 84） 

３、黒部川調査研究、平成２７年９月３～４日、宿泊代、８，５００円はありますが、全体

の費用の領収が有りません。 

 調査研究の成果に関する資料が何も添付されていません。（村島、証３）              

（請求番号 85） 

４、ＣＲＴ建築物先進地調査のＪＲ交通費、３７，３２０円。 

  レンタカー代、４，１２０円。宿泊代、１１，１２０円、 

  合計 ５２，５６０円の領収はありますが、行先で何をされたのかの資料は何もありま

せん。「主な事業内容」にも計上されていません。（村島、証４）                          

（請求番号 86） 

５、平成２７年８月１０日、県政レポート、２４６，０００円、 

  平成２８年２月１０日、   〃   ２４６，０００円 

  印刷、折り込み料に関する現物見本が添付されていません。（村島、証５）              

（請求番号 87） 

６、平成２７年６月４日、デジタルカメラ代（５０％、５２，２５２円）の買い上げ 

政務活動費に便乗して自分の物を買ったとしか見えない。 （村島、証６）             

（請求番号 88） 

７、書籍購入、平成２７年１１月８日、 

    日本の自然災害―２９，４００円。 

    日本の自然災害東日本大震災―６０，０００円 
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    憲法と日本のあゆみ、明治、大正―３５，０００円 

    憲法と日本のあゆみ、昭和元年終戦―３５，０００円 

    憲法と日本のあゆみ、戦後編―２５，０００円 

  合計 １８４，４００円。この書籍を読むことで、どう、県政に役立てるのか個人の趣

味と紛らわしい。政務活動費から支出するのに該当するとは考えられない。             

（村島、証７） 

（請求番号 89） 

８、平成２７年１２月２８日、広報費、３２４，０００円、広報紙の現物見本が添付されて

いません。（村島、証８）                                  

返戻必要額＜１，３１１，３０２円＞ 

 

家森茂樹議員分について 

            県支給政策活動費、２，２００，０７３円 

           議員提出収支報告額、２，２０４，９８０円 

                 返戻額、        ０円 

（請求番号 90） 

１、ガソリン代について、 

  平成２７年１０月２日、走行距離１０、３６９×＠２０円＝１０３，６９０円 

  平成２８年３月３１日、走行距離１１，５７０×＠２０円＝１１５，７００円 

 とありますが、自家用車の走行メーターを元に走行距離を算出してガソリン代の証明にな

るのでしょうか？ガソリンを入れた時に業者から領収書が発行されているはずです。   

なぜ、その領収書は添付できないのでしょうか？不明朗で違法です。（家森、証１） 

（請求番号 91） 

２、平成２８年３月２５日、３月２８～２９日、高知県視察。 

  ＪＲ交通費３７，３２０円、宿泊代、１１，１２０円、レンタカー代４，１２０円とあ

りますが、視察先 

の資料が何も有りません。（家森、証３） 

（請求番号 92） 

３、調査研究のための交通費、通行料７６，０４０円として、楽天市場の「ご利用明細」が

ありますが、「ツウコウリヨウキン」の行先が全く不明です。（家森、証４） 

（請求番号 93） 

４、郵便料、平成２７年８月５日～２８年２月１４日までの「県政報告会、案内ハガキ代及

び郵送料」として、合計４３３，７６１円が計上されていますが、このうち真に「県政報

告会用」と証明されないものは違法です。 

切手代の中には「切手趣味週間」「童画のノスタルジシリーヅ」等、個人の趣味に基づく切

手と判断されるものも含まれています。真に政務活動用と個人用をどう識別するのでしょ
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うか？ 

  個人の趣味にもとづくものも含むとすれば、それは違法です。（家森、証５） 

返還必要額、<７８１，７５１円> 

 

目片信悟議員分について 

          県支給政務活動費額、２，２００，０５２円 

          議員提出収支報告額、１，８５０，４３８円 

                返戻額、  ３４９，６１４円 

（請求番 94） 

１、「主な事業内容」に県議会報告 計３回 ６２６，３２１円とありますが、一回一回の印

刷物の領収書、並びに印刷紙のコピーが有りません。また、折り込み料の詳細が有りませ

ん。これでは実際に作成されたのかどうかの判断ができない。（目片、証１） 

（請求番号 95） 

２、政務活動用カメラ、１０分の８負担、４２，４００円は政務活動用としては認められま

せん。現物はどのように保存されているのか？個人の使用のために購入されたと判断され

ても止むを得ない。政務活動費とは認められない。（目片、証２） 

返戻必要額＜６６８，７２１円＞ 

 

有村國俊 議員分について 

           県支給政務活動費、２，２００，００５円 

          議員提出収支報告額、２，２１２，３５４円 

                返戻額、        ０円 

（請求番号 96） 

１、平成２７年８月２３、２４日、宿泊費、１３，７６２円、タクシー代、２，９９０円の

領収書はありますが、ＪＲ東海、２４，２００×２＝４８，４００円は領収書はなく、支

払証明（証２）で済まされています。 

  厚労省協議の内容の証明が有りません。（有村、証１） 

（請求番号 97） 

２、 広報費、 平成２７年９月７日、   １０３，２７５円 

        平成２７年１０月２９日、 ２８８，３６０円 

        平成２８年３月２９日、  １５０，１２０円について 

   印刷費の領収はありますが、現物見本が添付されておりませんし、 

   折り込み代の詳しい領収はありません。（有村、証３） 

   また、業者の領収書に印紙が貼られていません。（印紙税法違反です） 

（請求番号９８） 

３、ガソリン代と思われる EXPRESS の納品書が２５０，４２７円ありますが、「プリカ」とあ
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って、氏名が有りません。 

 個人の給油とどう区別をつけるのでしょうか？（有村、証４） 

（請求番号 99） 

４、人件費、１００、０００円×１１か月×０，５＝５５０，０００円 

  受取人の住所、氏名が全部黒塗りされていて、誰が受け取ったのかが、判明しません。

また、印紙が全く貼られていません。（印紙税法違反です）（有村、証５） 

                        返戻必要額<１，４０７，３３４円> 

 

山本進一議員分について 

             県支給政務活動費、２，２００，０４２円 

            議員提出収支報告額、２，２２２，１２４円 

                  返戻額、        ０円 

（請求番号 100） 

１、平成２７年９月３～４日、黒部川調査研究、ＪＲ、１８，４４０円 

  について議員本人の支払証明書には記載はありますが、ＪＲの領収書はありません。宿

泊費、８，５００円の領収はありますが、調査研究先の資料が何も添付されていません。（山

本、証１） 

（請求番号 101） 

２、公報紙、平成２７年８月１２日、  １７３，３４４円 

      平成２７年１２月２８日、 １９７，５００円 

      平成２８年１月２８日、  １７２，８７９円 

      平成２７年９月１１日、   ２４，８４０円 

      平成２８年１月１８日、   ３９，９６０円 

 印刷費、製作費の領収はありますが、現物の見本のコピー、配布に係る費用が記載されて

いません。（山本、証２） 

（請求番号 102） 

 ３、人件費、８０，０００円×１１か月×０，５＝４４０，０００円 

       ４０，０００円×１１か月×０，５＝２２０，０００円 

  受取人の住所、氏名が全部黒塗りされていて、受取人が不明です。 

  本人、親族への所払いは違法です。黒塗りをする前に、議会事務局で他人である事を証

明する方法が必要と思われます。 

   また、５万円以上の領収には、印紙の添付が必要です。（印紙税法違反です）（山本、

証３） 

                       返還必要額＜１，２９５，４６３円＞ 

 

細江正人議員分について 
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            県支給政務活動費額、２，２００，２５６円（利息２５６円） 

            議員提出収支報告額、２，０５０，３３２円 

               〃  返戻額、  １４９，９２４円 

（請求番号 103） 

１ 平成２８年３月１９日、インバウンド・・モニターツアー参加、 

  ２０，０００円の領収はありますが、調査の中身の資料が何も有りません。 

（細江、証１） 

                         返還必要額＜２０，０００円＞ 

 

高木健三 議員分について 

             県支給政務活動費、２，２００，０００円 

            議員提出収支報告額、２，３４４，２５９円 

               〃  返戻額、        ０円 

（請求番号 104） 

１、 県政報告作成費用 

   平成２８年３月２２日、３５，０００部＝２６２，５００円 

   近江八幡市・竜王折り込み＝１０２，７５０円、消費税、２９，２２０円 

   合計３９４，４７０円。印刷物の見本が有りません（高木、証１） 

    なを、領収書に印紙の貼付が有りません。印紙税法違反です。 

（請求番号 105） 

２、地域情報掲載料、平成２７年５月２０日、振り込み。 

  平成２７年１０月～２８年３月、１６２，５４０円について広告掲載紙の見本コピーが

有りません。証２と証３は全く良く似ているか？同一のものと思われますが、備考欄の説

明書きが違っています。（高木、証３） 

(請求番号 106) 

３、 平成２７年５月２０日、１６２，０００円。あて先不明瞭（印字が薄く）で３２４， 

０００円の振り込みがあり、そのうち二分の一を広報費として処理されています。按分は

どこかという事と、やはり印刷物の見本、配布先の一覧がありません。（高木、証２） 

返還必要額＜８８１，０１０円＞ 

 

生田邦夫 議員分について 

             県支給政務活動費、２，２００，０４６円 

            議員提出収支報告額、２，０３９，４３１円 

                  返戻額、  １６０，６１５円 

(請求番号 107) 

１、平成２７年９月１７日、議会ニュース、印刷、折り込み代、 
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  ２２３，２９０円の印刷代の領収書はありますが、その見本の添付、並びに配布方法の

詳細が有りません。（生田、証１） 

(請求番号 108) 

２、人件費、１２０，０００円×１１か月×０，７＝９２４，０００円、 

  受け取り人の印鑑もあります。しかし、按分率が７０％になっています。 

  他に事務所賃貸料、１１か月分を７０％で按分して、５８４，５００円を負担するとな

っています。按分とはどこと按分するのでしょうか。後援会と同じ事務所を賃貸するなら、

それを証明する契約書の写しなどが必要です。 

（生田、証２）それが無ければ不明朗で違反です。 

受取人の領収書、並びに印紙の添付が有りません。（印紙税法違反です） 

返還必要額＜１，７３１，７９０円＞ 

 

滋賀県議会議員 チームしが県議団（代表、九里 学）について 

        滋賀県支給政務活動費額、１６，５００，９６９円（利息 ９６９円） 

         議員団提出収支報告額、１４，７４５，８８８円 

                返戻額、 １，７５５，０８１円 

会派分 

(請求番号 109) 

１、主な事業内容の１、県外調査・平成２８年１月２６～２８、宮城・岩手・秋田について

「東レトラベル（株）」への振り込み１，８８９，１００円（振り込み代含む）と江若交通へ

のバス借り上げ費用 ５８、６４４円、みやげ代１５，３７５円はありますが、視察先でど

のように行動され、県政に参考になる何を得られたのかなどの視察の内容に関する資料は何

にも添付されていません。 

政務活動費としては違法です。（チームしが、証１） 

(請求番号 110) 

２、会派用務の「費用弁償」という名目で 

   平成２７年７月１６日、５月～６月分、   ２９６，５００円、 

   平成２７年１０月１３日、７月～９月分、  ３１６，４００円、 

   平成２７年１２月２１日、１０月～１１月分、１８２，１００円、 

   平成２８年３月１８日、 １月～２月分、  ５０３，３００円、と各議員に支払い

がなされていますが、「費用弁償」とは、何なのでしょうか？ 

その使途の明細がなければ、個人歳費（所得）の上乗せとしか取れません。内訳が説明

できない場合、政務活動費としては違法です。 

  また、「費用弁償」の中身が証明されなければ、個人所得になり、税務署の見解では「所

得税」の対象となります。（チームしが、証２） 

(請求番号 111) 
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３、「「会派ニュース」について、 

   会派ニュース３号（米原市）印刷、折り込み代、 １０３，７７７円、 

       〃   （長浜市）    〃     １９５，４５３円、 

       〃   （湖南市） 

       〃 ４号（共通面）    〃     １６８，５４４円、 

       〃 ３号（大津市分）   〃     ３３８，０４０円、 

   サーバーレンタル料（５～８月分） 

   会派ニュース３号（高島市、野洲市）〃     ２１８，７７０円、 

       〃    （彦根市）   〃     ２６２，１７７円、 

       〃    （米原市）   〃     １０５，９２６円、 

       〃    （長浜市）   〃     １９５，４５３円、 

       〃  ４号（野洲市）   〃      ７８，４６２円、 

       〃    （栗東市）   〃     １５１，７４０円 

       〃    （甲賀市）   〃     ２９８，６２６円、 

       〃  ５号（共通面）データー作成費   ５２，１６４円、 

   サーバーレンタル料（９～１２月分）       ２８，１８８円、 

   会派ニュース４号 （守山市）印刷、      １１０，５９２円、 

      〃  ３号（守山市）    1/2     １１１，１３２円、 

      〃  ３号（守山市）ポスディング代、 1/2 ３９，５５０円、 

      〃  ４号（守山市） 折り込み料 1/2      ８、５８６円 

      〃  ４号（守山市）ポスティング代、1/2  ３９，６５８円、 

      〃  ５号（草津市）印刷、折り込み、1/2 １９０，６７９円 

    会派ニュース４号、（湖南市）印刷、折り込み、 １１４，５４４円。 

       〃  ６号、（草津市）   〃 1/2   ３２２，２８２円 

       〃  ５号（大津市）     〃     ３１６，９８０円、 

       〃  ６号（彦根市・犬上郡 〃      ２６０，８６８円、 

       〃  ６号（大津市）    〃     ５６１，０６０円、 

    サーバーレンタル料（１～３月分）   

    会派ニュース６号（野洲市）（近江八幡市）〃   ４４２，２３２円、 

       〃  ６号（栗東市）      〃   ３３０，４５８円、 

印刷所の領収書が添付されていますが、印刷物の見本、折り込み料の詳細が添付されていま 

せん。                           （チームしが、証３） 

(請求番号 112) 

４、「湯茶代」の内、平成２７年６～平成２８年４月までの合計、２８２．０９５円、 

  「湯茶代」と如何なるものでしょうか？その詳細が全く分かりません。 

  政務活動費に該当せず違法である。              （チームしが、証４） 
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(請求番号 113) 

５、「事務消耗品」の内、プリンタートナー代が 

       平成２７、９、１０日、      ４０５００円、 

       平成２７、１０、２７日、   ６７，０６８円、 

       平成２７、１２、１１日、  ３８，８８０円 

       平成２８、３、２３日、    ４９、３５６円、 

       平成２８、３、２５日、    ８２，９４４円（上記と僅か２日後） 

   支払われていますが、これは多過ぎ政務活動費に該当しない。（チームしが、証５） 

(請求番号 114) 

６、郵送費、切手代、１５，２４２円。切手代のなかには、身近な動物集とか星の物語、デ

ィズニー、野菜とくだもの集、和の食文化などの記念切手の購入も含まれていて、個人の

趣味にもとづいた物と思われるものもあります。 

郵送先、あて先が特定できない物は違法です。（チームしが、証６） 

(請求番号 115) 

７、雑費、クリアファイル、ＵＳＢメモリー代、１３７，３０６円と無造作に使われていま

す。 

（チームしが、証７） 

  上記の内、個人消費の分については政務活動費とは認められません。 

返還必要額、＜５，４３０，５５１円＞ 

 

日本共産党滋賀県議会議員団 平成２７年度政務活動費について、 

           県支給政務活動費、４，９５０，１０６円（利息、１０６円） 

         議員団提出収支報告額、４，１５６，２２２円 

                返戻額、  ７９３、８８４円 

(請求番号 116) 

１、平成２７年８月４日 議員団広報第１号 折り込み代、５２９，０９２円 

  平成２７年８月１０日 議会報告第１号   印刷代 ８０３，０８８円 

                              （共、証１） 

(請求番号 117) 

２、平成２７年１１月６日 議員団第２号   新聞折り込み代 ５４３，８８２円 

  （藤井三恵子、名義で振り込み）                （共、証２） 

(請求番号 118) 

３、平成２７年１１月２７日 議員団広報第２号 印刷代 ６６２，３４２円 

                   （振り込み料５４０円）（共、証３） 

(請求番号 119) 

４、平成２８年３月２３日、議員団広報第３号、折り込み代 ５４５，３８９円 
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   折り込み代       （振り込み料、８６４円）    （共、証４） 

(請求番号 120) 

５、平成２８年３月２９日、議員団広報第３号、印刷代、  ６６３，８９８円 

                               （共、証５） 

  いづれも広報誌の現物見本が添付されていないので、何を発行したのか確認できません。

法違反です。 

              返還必要額、＜３，７４７，６９１円＞（振り込み料含まず） 

 

公明党滋賀県議員団（代表、粉川清美議員）分について 

          県支給政務活動費額、２，２００，１６３円（利息、１６３円） 

          議員提出収支報告額、１，４１６，１２５円 

                返戻額、  ７８４、０３８円 

(請求番号 121) 

1,広報費     平成２７年８月１７日 ＫＯＭＥＩ ホットニュース ＮＯ９６ 

        （会派 1/4，粉川 3/4×1/2、中村 3/4×1/2）７８５，３９３円、 

         振り込み料 540 円） 

        平成２７年１０月３０日 ＫＯＭＥＩ ホットニュース ＮＯ９７ 

        （会派 1/4、粉川 3/4×1/2、中村 3/4×1/2）、７８２，９１３円、 

         振り込み料 540 円） 

        平成２８年１月１８日 ＫＯＭＥＩホットニュース ＮＯ９８ 

         （会派 1/4、粉川 3/4×1/2、中村 3/4×1/2）、７８３，２６７円、 

         振り込み料 540 円） 

        平成２８年３月２９日 ＫＯＭＥＩホットニュース ＮＯ９９ 

         (会派 1/2、粉川 1/4、中村 １ /４）、７２２，８８６円、 

         振り込み料 540 円） 

   領収書はそろっていますが、印刷物の見本の資料が添付されていません。（公明、証１）                            

                        返還必要額＜３，０７４，４５９円＞ 

 

滋賀県議会会派良知会  代表 木沢成人 議員分について 

          県支給政務活動費額、２，９００，１９５円（利息 １９５円） 

          会派収支報告支出額、１，０５１，２８２円 

                返戻額、１，８４８，９１３円 

(請求番号 122) 

１、ウエブサイトの作成料、管理費が 

    平成２７年７月１６日               ２０６，８２０円（振り込み料含む） 

    平成２７年９月７日（７、８月分）      ６５，３４０円（  〃  ） 
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    平成２７年１０月１３日（９月分）      ３２，９４０円（  〃  ） 

    平成２７年１１月２７日（１０月分）    ３２，９４０円（  〃  ） 

    平成２７年１２月１４日（１１月分）   ３２，９４０円（  〃  ） 

    平成２８年１月７日  （１２月分）   ３２，９４０円（  〃  ） 

    平成２８年２月２４日 （１月分）    ３２，７２４円（  〃  ） 

    平成２８年３月７日    （２月分）    ３２，７２４円（  〃  ） 

    平成２８年３月２９日 （３月分）    ３２，７２４円（  〃  ） 

 合計  ５０２，０９２円は不当に高額であり、個人の分が含まれていれば違法です。 

（木沢、証１） 

                                 

(請求番号 123) 

２、平成２８年３月２９日 ４７５，７４０円 

   印刷物の見本、配布地域、部数、料金の明細が有りません。（木沢、証２） 

                         返還必要額＜９７７，８３２円＞ 
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別表 書籍一覧 

議員名 請求番号 領収書日付 書籍名 
吉田清一議員 32 

 
H27.5.22 山下清・図録 

H27.8.9 原爆の落ちた日 

日本の一番長い日 

大本営参謀の情報戦記 

祖父たちの零戦 

慟哭の海峡 
日本はなぜ基地と原発を止められないのか 

零式戦闘機 

昭和史発掘 

H27.11.13 琳派目録 

H27.12.17 朝はアフリカの歓び 

西行魂の旅路 

H28.1.3 無私の日本人 

炎環 

時間の習俗 

生きなおす力 

H28.2.18 この国のかたち（１）～（６） 

大江戸 浮世絵の春 

歌麿 

H28.2.25 日本の古寺 

日本史通覧 

若冲 

H28.2.27 街道をゆく（１から 43 巻） 

H28.3.2 歌川広重の世界 

H28.3.15 書籍 美人画の四季 

平山郁夫の世界 

大野和三郎議員 43 H28.2.25 司馬遼太郎の贈りもの 

加藤誠一議員 55 H27.7.15 戦後ニッポン～1945 

戦後ニッポン～今   

H28.2.22 天才 

小寺裕雄議員 61 H27.8.10 クレオパトラとエジプト 
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議員名 請求番号 領収書日付 書籍名 

小寺裕雄議員 61 
 

H27.8.10 
 

世界史人７三国志最強ランキング 

占領下の日本写真で見別 
県別マップル 滋賀県 

プレジデント 

失われた世界の超古代文明 

太平洋戦争 写真で見る 

ことりっぷ 滋賀・琵琶湖 

H27.9.19 明治日本の産業革命遺産 
プレジデント 

H27.10.28 三国志英雄たちの名場面別冊 

一気読み三国志のすべて 

プレジデント 

H27.11.14 NEXT 別プレジデント 

プレジデント 

本田宗一郎４つのルール 

H27.12.12 アメリカ海軍に学ぶ 
「最強のチームのつくり方」 
仕組み仕事術 最新版 

暦に学ぶ日本のしきたり 

H27.12.27 日本政治の変遷 

1 時間でわかる経済のしくみ 

もっと大人 Facebook のトリセツ 

Windows10 

エクセルパーフェクトテクニック 350 

エクセル３分で納得させる資料作成術 

H28.1.26 中曽根康弘 

清和会秘録 

H28.3.29 シニア左翼とは何か 反安保法制・反原発運動 

第一次世界大戦史 

中国バブル崩壊 

ルポ橋下徹 

天才 
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議員名 請求番号 領収書日付 書籍名 

小寺裕雄議員 61 H28.3.29 政治の眼力 永田町「怪人・怪物」列伝 

文藝春秋オピニオン 2016 年の論点 

文藝春秋  

文藝春秋  

財務省の闇 

「自民党」がよくわかる本 

田中角栄という生き方  

H27.6.28 ナチスの真実  

社会保障一覧表 2015 

村島茂男議員 88 H27.11.18 日本の自然災害 

日本の自然災害東日本大震災 

憲法と日本のあゆみ 明治、大正 

憲法と日本のあゆみ 昭和元年終戦 

憲法と日本のあゆみ 戦後編 

 


